
基本施策３－（１）自立型経済の構築に向けた基盤の整備

 基本施策の目的

　世界を結ぶ架け橋としての交流を通し、我が国及びアジア・太平洋地域とともに発展する基
盤となる空港、港湾、陸上交通基盤を整備するほか、交通・物流コストの低減、国際的な交
通ネットワークの構築を図り、国際的な競争力強化を目指す。

資料：国土交通省「空港管理状況調書」より作成
※台北（台湾桃園国際空港）は、暦年で際内計

基本施策

３－（１） 自立型経済の構築に向けた基盤の整備

主要空港　旅客数（平成28年度） 主要空港　発着回数（平成28年度）

那覇港におけるクルーズ客寄港実績

資料：那覇港管理組合からのデータを基に沖縄県作成
※Ｈ２４年の数値はＨ２４年７月時点の寄港予定

国際ネットワーク拡大のイメージ（中期・長期）

 資料：沖縄県企画部「沖縄県総合交通体系基本計画」より作成
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基本施策３－（１）自立型経済の構築に向けた基盤の整備

 基本施策の体系

【施策展開】 【施策】

 ―

 ―

 ―

 ―

 目標とするすがた

 協働が期待される主体と役割

エ　国際ネットワークの構築、移動・輸送
　　コストの低減及び物流対策強化

①　国際的な交通・物流ネットワークの構築
②　輸送コストの低減及び物流対策の強化

項目 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標

協働主体名 期待される役割

2,344万トン
（22年）

2,344万トン
（22年）

増加

クルーズ船寄港回数・海路によ
る入域観光客数（県全体）

７路線
(24年)

12路線
(28年度)

15路線

重要港湾の取扱貨物量の増加

106回
116,309人
（23年）

387回
718,100人
（28年）

933回
2,000,000人

新千歳空港 10路線
広島空港   ８路線

(24年)

―

―

県内空港の旅客者数の増加
那覇空港1,423万人
離島空港  313万人

(22年度)

那覇空港1,854万人
離島空港  406万人

(27年度)

2,123万人
  426万人

那覇空港の海外路線数（就航都
市数）の増加

交通・運輸事業者

・新規航路・航空路の開設への理解と協力
・公共交通の利便性向上と需要喚起
・安全な運航（行）と質の高いサービスの提供
・鉄軌道を含む新たな公共交通システム導入に向けた協力

市町村

・空港や港湾を生かした地域観光の振興や魅力あるまちづくりの取組
・国、県、関係団体との連携による港湾施設の整備
・新規航空路線の開設やクルーズ船の誘致に向けた協力
・臨空・臨港型産業の集積に向けた投資環境整備、誘致活動
・海外への販路拡大に取り組む企業、生産者への支援
・鉄軌道を含む新たな公共交通システム導入に向けた協力

県民
・公共交通機関の利用
・鉄軌道を含む新たな公共交通システム導入に対する理解

空港・港湾管理者
・新規航空便やクルーズ船の誘致など航路・航空路の拡充への取組
・空港・港湾の機能向上に向けた事業展開
・利用者の増大に向けた取組

全国の現状
（参考年）

福岡空港2,137万人
（27年度）

【基本施策】

イ　人流・物流を支える港湾の整備
①　那覇港の整備
②　中城湾港の整備
③　圏域の拠点港湾等の整備

ウ　陸上交通基盤の整備
①　各拠点を結ぶ道路網の整備
②　公共交通システムの充実

３－（１）　自立型経済の構築に向けた基盤の整備

ア　国際交流・物流拠点の核となる
　　空港の整備

①　那覇空港の機能強化
②　離島空港の整備及び機能向上
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基本施策３－（１）自立型経済の構築に向けた基盤の整備

 主な課題

①

②

③

④

 成果指標

1

2

3

4

 施策

【施策】①　那覇空港の機能強化

29 30 31 32 33

国

○那覇空港の滑走路増設等

実施
主体

1.6万人
（22年度）

4.6万人
（28年度）

8.0万人

那覇空港の滑走路増設整備
（企画部）

那覇空港の抜本的な能力向上や利用者利便性向上のため、滑走路増設やターミナル地域
の整備が推進されているが、今後更なる航空会社の就航や航空機整備場等の臨空型産
業の企業立地など、新たなニーズに対応できる施設整備や将来を見据えた展開用地の確
保が課題となっている。

宮古・八重山地域では、外国人観光客が増加傾向にあるが、各空港においてＣＩＱ機能が
十分でないなど、国際線受け入れのための体制整備が課題となっている。

基準値

那覇空港の年間旅客者数
1,423万人
(22年度)

1,854万人
（27年度）

2,123万人

新石垣空港の年間旅客者数（国
際線）

全国の現状
（参考年）

福岡空港
14.5万回
(22年）

福岡空港
2,137万人
（27年度）

―

―

那覇空港の旅客ターミナルは、航空路線や旅客数の伸びにより狭隘化していることや、国
内線及び国際線のターミナルが連結されていないなど、快適性、機能性、利便性に課題が
あり、急増する旅客等への対応や、観光立県沖縄の空の玄関口として相応しいサービスが
十分に提供できていない状況にある。

【施策展開】
３-（１）-ア

国際交流・物流拠点の核となる空港の整備

那覇空港は、観光客を中心に旅客数が年々増加しており、年間発着回数は我が国の空港
では５番目に多いが、今後、国際観光や国際航空貨物の拠点化を目指す上で、滑走路１
本だけでは将来の需要増に対応できないことが懸念される。

那覇空港の滑走路処理容量（年
間）

13.9万回
（22年）

13.5万回
（27年）

18.5万回

離島空港の年間旅客者数
313万人
（22年度）

406万人
（27年度）

426万人

沖縄県の現状 H33年度の目標指標名

主な取組
年度別計画

滑走路増設整備（2,700m）
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基本施策３－（１）自立型経済の構築に向けた基盤の整備

【施策】②　離島空港の整備及び機能向上

29 30 31 32 33

環境アセス
手続き

設計

 関連のある施策展開

２－（６）－ア　地域特性に応じた生活基盤の整備

航空機整備基地整備事業
（商工労働部）

○那覇空港旅客ターミナル等の整備

那覇空港
ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ㈱

国

県
民間

県
国

県
市町村

実施
主体主な取組

年度別計画

国内線・国際線ターミナルビルの連結整備
（企画部）

３－（11）－ウ　交通基盤の整備と交通ネットワークの充実強化

４－（１）－ウ　国際交流拠点の形成に向けた基盤の整備

伊平屋空港の整備
（土木建築部）

離島拠点空港の国際線受入体制の整備
（土木建築部）

３－（４）－ア　臨空・臨港型産業の集積による国際物流拠点の形成

３－（２）－エ　観光客の受入体制の整備

○那覇空港機能のあり方の検討

空港機能強化に向けた取組
（企画部）

県等

ターミナル連結整備

ＣＩＱ施設増築

調査・検討

施設整備

関連産業の集積に向けた企業誘致

クラスターの成長・拡大促進のための検討

調査・検討、経済界との連携

調査、設計、設置許可申請～空港整備

新石垣空港エプロン拡張整備

下地島空港ターミナル
地区整備

新石垣空港国際線旅客施設整備

172



基本施策３－（１）自立型経済の構築に向けた基盤の整備

 主な課題

①

②

③

④

⑤

 成果指標

1

2

3

4

5

6

【施策展開】
３-（１）-イ

人流・物流を支える港湾の整備

沖縄の経済社会活動を支える拠点港湾である那覇港については、沖縄県の新たなリー
ディング産業として期待される臨空･臨港型産業の集積に向け、国際・国内貨物を取り扱う
ロジスティクスセンターや国際コンテナターミナル等の整備、航路網の充実、那覇空港との
効率的な機能分担（シーアンドエアー）等により国際的な物流拠点にふさわしい港湾機能
の強化を図っていく必要がある。

那覇港では、港湾施設の狭あい化による利用効率の低下、貨物船と旅客船・フェリーの混
在、台風時及び冬季風浪時の港内波浪等が問題となっており、利便性の向上や効率的で
安全な港の整備が求められている。さらに、近年の船舶の大型化に対応した岸壁やふ頭
用地、上屋等の充実、港湾貨物の円滑な輸送を確保する臨港道路等の整備が課題となっ
ている。

那覇港は日本有数の国際クルーズ船寄港地であるが、旅客ターミナル等が整備されてい
ないため、利用者は炎天下や雨天時に移動を強いられるなど利便性や快適性に課題を抱
えている。今後は、クルーズ船誘致に向けた更なる取組強化とともに、安全性・快適性・利
便性の確保など観光客の受入体制の充実に向けた対応が必要である。

中城湾港新港地区は定期航路がなく、航路サービスが十分でないため、中部圏域の貨物
の多くが陸上輸送のかさむ那覇港から搬出入を余儀なくされており、物流効率化や機能分
担が不十分となっている。このため、既に供用している西ふ頭に加え、東ふ頭の早期供用
や那覇港との適正な機能分担や定期船航路の実現に向けた整備が必要である。また、ク
ルーズ船の寄港回数が増加傾向にあることから、物流機能との共存を図るため、必要な施
設等を整備し、持続可能なクルーズ船の受入体制の構築が必要である。

各圏域における交流拠点である本部港（北部）、平良港（宮古）、石垣港（八重山）において
は、国際的な観光リゾート地としての基盤強化を図るため、国際クルーズ船の寄港・就航を
促進するための旅客船バースを整備する必要がある。

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

那覇港の年間旅客者数
59万人
（23年）

105万人
（27年）

123万人
9,973万人
（24年）

那覇港の取扱貨物量
1,004万トン

（23年）
1,096万トン

（27年）
1,278万トン

269,529万トン
（24年）

61万トン
（23年）

107万トン
（27年）

230万トン ―

那覇港におけるクルーズ船寄港
回数

53回
（23年）

193回
（28年）

250回 ―

中城湾港（新港地区）の取扱貨物
量
（供用済岸壁対象）

北部、宮古、八重山圏域における
クルーズ船寄港回数

53回
（23年）

183回
（28年）

631回 ―

中城湾港（新港地区）におけるク
ルーズ船寄港回数

２回
（23年）

８回
（28年）

52回 ―
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基本施策３－（１）自立型経済の構築に向けた基盤の整備

 施策

【施策】①　那覇港の整備

29 30 31 32 33

港湾計画
改訂

浦添線完
了

総合物流
センター建
築工事

供用開始

新港ふ頭４
号上屋延
命化（完
了）

新港ふ頭５
号上屋延
命化（完
了）

那覇ふ頭
１、２号上
屋建替（完
了）

主な取組
年度別計画 実施

主体

○那覇港の人流機能強化

更なる大型クルーズ船の受入体制の構築
　（土木建築部）

国
那覇港管理組合

那覇港ｺｰｽﾀﾙﾘｿﾞｰﾄ・ｳｫｰﾀｰﾌﾛﾝﾄ整備事業
　（土木建築部）

那覇港管理組合
浦添市

那覇港人流機能強化整備事業
　（土木建築部）

那覇港管理組合

○那覇港の物流機能強化

那覇港臨港道路整備事業
　（土木建築部）

国
那覇港管理組合

那覇港防波堤整備事業
　（土木建築部）

国

那覇港総合物流センター事業
　（土木建築部）

那覇港管理組合

那覇港物流機能強化事業
（土木建築部）

国
那覇港管理組合

那覇港産業推進･防災事業
（土木建築部）

那覇港管理組合

緑地、みなとまちづくり、利便性向上施設等の整備

防波堤の整備

総合物流センターの整

備

第２クルーズ岸壁等の整備に向けた取組

クルーズ船

にも対応し

た、コンテ

ナターミナ

ルの岸壁

延伸整備

泊埠頭８号岸壁における更なる大型クルーズ船の受け入れ

の取組

港湾計画改訂手続き 環境アセスの実施

臨港道路（浦添線、若狭港町線）の改良、新規整備等

機能再編、貨物増大促進事業及び岸壁等の整備

ガントリークレーン延命化等の実施

船客待合所・上屋の延命化、耐震化及び建替等の実施
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基本施策３－（１）自立型経済の構築に向けた基盤の整備

【施策】②　中城湾港の整備

29 30 31 32 33

事業完了

京阪航路

事業完了

事業完了

大型ク
ルーズ船
の航行安
全検討

大型ク
ルーズ船
受入開始

護岸設置・
埋立

【施策】③　圏域の拠点港湾等の整備

29 30 31 32 33
岸壁・防波
堤・泊地浚
渫等

主な取組
年度別計画 実施

主体

○中城湾港の整備

港湾施設整備（中城港湾・新港地区）
（土木建築部）

国

物流拠点化・機能強化事業（中城湾港・新港地
区）
（土木建築部）

県

クルーズ船の受入体制の構築
（土木建築部）

県

中城湾港(泡瀬地区)の整備
（土木建築部）

国
県

主な取組
年度別計画 実施

主体

石垣港の整備
（土木建築部）

国
石垣市

平良港の整備
（土木建築部）

国
宮古島市

民間

泊地浚渫

持続可能な受入体制の構築

定期航路実証実験

港湾施設の機能強化

上屋外構整備

埋立事業（国:86ha 県:９ha）

港湾施設整備（防波堤・物揚場・臨港道路・緑地等整備）

大型旅客船ターミナル整備等

第２クルーズ岸壁等の整備にむけた取組

耐震強化岸壁整備

ふ頭用地、臨港道路・緑地等の整備

岸壁・臨港道路整備 H32供用開始

港湾計画改訂手続き

ターミナルビル整備 H32供用開始
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基本施策３－（１）自立型経済の構築に向けた基盤の整備

防波堤整
備（供用）

岸壁整備
（供用）

ターミナル
ビル整備
（供用）

航路浚渫

臨港道路
全長420ｍ

供用開始

供用開始

 関連のある施策展開

 主な課題

①

②

③

④

本部港の整備
（土木建築部）

県
民間

金武湾港の整備
（土木建築部）

県

２－（４）－イ　災害に強い県土づくりと防災体制の強化

２－（６）－ア　地域特性に応じた生活基盤の整備

３－（１）－エ　国際ネットワークの構築、移動・輸送コストの低減及び物流対策強化

３－（２）－エ　観光客の受入体制の整備

３－（４）－ア　臨空・臨港型産業の集積による国際物流拠点の形成

３－（11）－ウ　交通基盤の整備と交通ネットワークの充実強化

４－（１）－ウ　国際交流拠点の形成に向けた基盤の整備

【施策展開】
３-（１）-ウ

陸上交通基盤の整備

沖縄は自動車への依存度が高く、自動車保有台数の増加、中南部都市圏への人口集中、
レンタカー利用の増加等により交通渋滞が慢性化し、路線バスの定時運行ができずバス離
れが加速するなど、道路交通サービス低下の悪循環が生じている一方、高齢社会に対応
した移動環境や交通手段の確保が強く求められている。

道路は県民生活や経済活動を支える上で重要な役割を果たしているが、広域交流拠点と
各圏域拠点間の有機的な連結が実現しておらず、交通渋滞が慢性化している状況である
ことから、体系的な幹線道路ネットワークの早期構築が必要である。

自動車から公共交通への転換を促進させるため、公共交通の需要喚起、利用促進に努め
る他、自動車と公共交通及び公共交通機関相互の結節機能を向上させ、定時定速かつ利
便性の高い公共交通ネットワークを形成する必要がある。

鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入に向けては、県民と情報共有を図りながら
県計画案策定に取り組み、計画段階における具体的な検討や持続的な運営を可能とする
特例制度の創設等、事業化に向けた取組を行うほか、鉄軌道を含む新たな公共交通シス
テムと地域を結ぶ利便性の高い公共交通ネットワークの構築に向けた取組を推進する必
要がある。

臨港道路の整備 天願地区

航路浚渫 平安座南地区

岸壁・防波堤の整備

ターミナルビルの整備
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基本施策３－（１）自立型経済の構築に向けた基盤の整備

 成果指標

1

2

3

 施策

【施策】①　各拠点を結ぶ道路網の整備

29 30 31 32 33

浦添北道
路暫定供
用

浦添西原
線（嘉手苅
～小那覇）
供用

５箇所 ５箇所 ５箇所 ５箇所 ５箇所

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

主要渋滞箇所数 ―
191箇所
（28年度）

減少 ―

モノレールの乗客数
35,551人/日
（22年度）

47,463人/日
（28年度）

50,984人/日 ―

乗合バス利用者数
80,745人/日
（18年度）

72,495人/日
（27年度）

130,274人/日
11,698,265人/日

（27年度）

主な取組
年度別計画 実施

主体

○陸上交通基盤の整備

那覇空港自動車道の整備
（土木建築部）

国

沖縄西海岸道路の整備
（土木建築部）

国

ハシゴ道路等ネットワークの構築
（土木建築部）

県

渋滞ボトルネック対策
（土木建築部）

県

情報通信技術の活用による交通の円滑化
（警察本部）

国
県

小禄道路の整備

読谷道路、北谷拡幅、浦添北道路、那覇北道路等の整備

交通管制システムの高度化（交差点信号機の集中制御化）
H23年度580基（累計） →Ｈ33年789基（累計）

浦添西原線、宜野湾北中城線、県道24号線ＢＰ、南部東道
路、上之屋道路等の整備

牧港、鳥堀、沖縄南IC、渡口等、主要渋滞箇所の交差点改
良
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基本施策３－（１）自立型経済の構築に向けた基盤の整備

【施策】②　公共交通システムの充実

29 30 31 32 33

79％
延長整備
事業進捗
率

100％ 供用

922台
ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗ
ｲﾄﾞ駐車・
駐輪台数

1,922台

関係者協
議会の開
催　年２回

64％
ノンステッ
プバス導
入率

66％ 68％ 70％ 70％

整備率
79％ 100％

沖縄都市モノレール延長整備事業
（土木建築部）

県
市

事業者

ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ駐車場の整備（第４駅周辺等）
（土木建築部）

県
市

主な取組
年度別計画 実施

主体

○都市モノレールの整備

○新たな公共交通システムの導入

鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入促
進事業
（企画部）

国
県

市町村

交通体系整備推進事業
（企画部）

国
県

市町村
交通事業者

公共交通利用環境改善事業
（企画部）

県
交通事業者

那覇バスターミナル整備事業
（企画部）

民間

公共交通利用促進に向けた啓発活動、モビリティマネジメン

ト等

ノンステップバスの導入支援

ＩＣ乗車券
の船舶・タ
クシーへの
拡張利用
に向けた課
題整理

基本合意
書締結
システムに
かかる要件
定義作成

詳細設計
システム開
発・導入

基幹バスシステム導入・拡充

・延長区間第４駅周辺での大規模駐
車場整備（1,000台規模）
・モノレール駅交通広場での駐輪場
の整備

計画段階への早期移行、鉄軌道を含む新たな
公共交通システムと地域を結ぶ利便性の高い
公共交通ネットワーク構築に向けた取組の推進

県計画案
（構想段
階）策定に
向けた取組

那覇バスターミナルの

整備

・延長区間：那覇市首里汀良町

（首里駅）～浦添市前田
延長距離：4.1ｋｍ（４駅）

・終着駅と沖縄自動車道を接続するためのICを
整備
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基本施策３－（１）自立型経済の構築に向けた基盤の整備

 関連のある施策展開

２－（４）－ア　安全・安心に暮らせる地域づくり

 主な課題

①

②

 成果指標

1

2

3

１－（３）－ア　地球温暖化防止対策の推進

１－（３）－ウ　低炭素都市づくりの推進

１－（７）－ア　ものづくりにおけるユニバーサルデザインデザインの推進

１－（７）－ウ　人に優しい交通手段の確保

３－（２）－エ　観光客の受入体制の整備

４－（１）－ウ　国際交流拠点の形成に向けた基盤の整備

【施策展開】
３-（１）-エ

国際ネットワークの構築、移動・輸送コストの低減及び物
流対策強化

国際的な観光及び物流の拠点としての機能を高め、関連産業の振興・集積を図っていく上
で、空港、港湾のインフラ整備とあわせて、公租公課の引き下げや規制緩和措置などの利
活用を促し、国内・海外との交通・物流ネットワークの拡充を図っていくことが重要な課題で
ある。

我が国唯一の島しょ県であり、かつ本土から遠隔地にあるという本県の地理的特性は、物
流の高コスト化につながり、産業振興にとっての大きな制約要因となっている。このため、
流通・配送拠点の機能強化や輸送体制の最適化等により物流の効率性を高め、物流コス
トを低減することが喫緊の課題となっている。

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

那覇空港の国際路線数（就航都
市数）

７路線
(24年)

12路線
（28年度）

15路線 ―

那覇空港の国際貨物取扱量
15万トン
(22年)

19.6万トン
（28年度）

40万トン
成田204万トン
関空  70万トン

（27年度）

那覇港の外貿取扱貨物量
120万トン
（23年）

116万トン
（27年）

342万トン
126,791万トン

（24年）
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基本施策３－（１）自立型経済の構築に向けた基盤の整備

 施策

【施策】①　国際的な交通・物流ネットワークの構築

29 30 31 32 33

10件
新規就航
定期便等
への支援

京阪航路

【施策】②　輸送コストの低減及び物流対策の強化

29 30 31 32 33

290台 301台 310台 320台 330台

39件
補助件数

42件 45件

主な取組
年度別計画 実施

主体

○航空ネットワークの構築

新規航空路線の就航促進
（文化観光スポーツ部）

県

航空旅客便・貨物便の公租公課低減
（文化観光スポーツ部、商工労働部）

国
県

○海上輸送網の拡充

県外・国外の主要港とのネットワーク拡充
（商工労働部、土木建築部）

県
那覇港管理組合

物流拠点化促進事業（中城湾港・新港地区）
（土木建築部）

県

主な取組
年度別計画 実施

主体

○輸送コストの低減

沖縄国際物流ハブ活用推進事業
(商工労働部）

県

物流高度化の推進
（商工労働部）

県

企業集積・定着促進事業
（商工労働部）

県

農林水産物流通条件不利性解消事業
（農林水産部）

県

沖縄と本土主要港を結ぶ航路網の拡充に向けた取組

アジアの主要港とのネットワークの拡充に向けた取組

アジアの主要都市からの新規定期便・チャーター便の就航
に向けた取組

・航空機燃料税の軽減措置継続
・着陸料の軽減措置継続
・航行援助施設利用料の軽減措置継続

県内事業者の海外販路拡大支援等を目的とした航空機コン
テナ借上

最適化モデルの構築と他産業への波及

国際物流拠点産業集積地域に立地

する企業への搬出輸送費の支援

出荷に要する輸送コストの一部を補助
（対象品目：野菜、果樹、花き、水産物）

定期航路実証実験
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基本施策３－（１）自立型経済の構築に向けた基盤の整備

基本計画
策定

総合物流
センター建
築工事

供用開始

新港ふ頭４
号上屋延
命化（完
了）

新港ふ頭５
号上屋延
命化（完
了）

那覇ふ頭
１、２号上
屋建替（完
了）

 関連のある施策展開

３－（12）－イ　農林水産業の振興

那覇港物流機能強化事業
（土木建築部）

国
那覇港管理組合

那覇港産業推進・防災事業
（土木建築部）

那覇港管理組合

○物流対策の強化

国際物流拠点産業集積推進事業
（商工労働部）

県

３－（１）－イ　人流・物流を支える港湾の整備

３－（２）－エ　観光客の受入体制の整備

３－（４）－ア　臨空・臨港型産業の集積による国際物流拠点の形成

３－（４）－イ　県内事業者等による海外展開の促進

３－（７）－イ　流通・販売・加工対策の強化

３－（９）－イ　県産品の販路拡大と地域ブランドの形成

４－（１）－ア　国際交流拠点の形成に向けた基盤の整備

那覇港総合物流センター事業
　（土木建築部）

那覇港管理組合
総合物流センターの整

備

国際物流拠点産業集積地域（那覇地区）の拡張に伴う用地
取得、地域指定、物流施設の整備及び更なる拡張に伴う調
査検討

機能再編、貨物増大促進事業及び岸壁等の整備

ガントリークレーン延命化等の実施

船客待合所・上屋の延命化、耐震化及び建替等の実施
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基本施策３－（２）世界水準の観光リゾート地の形成

 基本施策の目的

 基本施策の体系

【施策展開】 【施策】

 ―

 ―

 ―

 ―

 ―カ　産業間連携の強化 ①　観光リゾート産業と多様な産業との連携

　沖縄の豊かな自然環境との共生が図られたエコリゾートアイランドや、歴史・文化、スポーツ
など多様で魅力ある資源を活用した沖縄独自の観光プログラム（高付加価値型観光）を戦略
的に展開するとともに、安全・安心・快適な観光地としての基本的な旅行環境の整備等によ
り、新たな“沖縄観光ブランド”を確立し、世界的にも広く認知され、評価される観光リゾート地
の形成を目指す。

【基本施策】

３－（２）　世界水準の観光リゾート地の形成

基本施策

３－（２） 世界水準の観光リゾート地の形成

エ　観光客の受入体制の整備
①　交通基盤の整備による観光客の移動の円滑化
②　観光まちづくりの推進
③　県民のホスピタリティの向上

オ　世界に通用する観光人材の育成 ①　国際観光に対応できる観光人材の育成

ア　国際的な沖縄観光ブランドの確立
①　環境共生型観光の推進
②　沖縄独自の観光プログラムの創出
③　スポーツコンベンションやＭＩＣＥの推進

イ　市場特性に対応した誘客活動の展開
①　きめ細かな国内誘客活動の展開
②　海外誘客活動の戦略的展開

ウ　大型ＭＩＣＥ施設を核とした戦略的な
　　ＭＩＣＥの振興

①　マーケティングに基づくプロモーションの展開
②　大型ＭＩＣＥを核とした全県的な受入体制の整備
③　ＭＩＣＥに関わるプレーヤーの育成・確保

入域観光客数・観光収入の推移

資料：沖縄県文化観光スポーツ部作成
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県外客数

外国客数

観光収入

万人 億円

※ 入域観光客数は左目盛り、観光収入は右目盛り

年度

400

万人 億円

※ 入域観光客数は左目盛り、観光収入は右目盛り

年度

★新石垣空港開港

★那覇空港第２滑走路

供用開始

30

★那覇クルーズターミナル供用開始

★那覇空港国際線ターミナル完成
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基本施策３－（２）世界水準の観光リゾート地の形成

 目標とするすがた

 協働が期待される主体と役割

観光産業従事者 ・おもてなしの心による質の高い観光サービスの提供

市町村・観光協会

・観光客受入体制の整備や沖縄らしい魅力ある観光地づくりの推進
・地域密着型観光の推進
・沖縄の自然や文化資源の保全に向けた理解と協力
・地域の魅力やブランドイメージを内外に発信
・国内外からの誘客活動やリピーターの拡充に向けた取組
・住民のホスピタリティ向上に向けた取組
・県が実施する観光統計データ収集に係る理解と協力

県　民

・沖縄の自然や歴史、文化を活用した観光メニューへの積極的な参加
・スポーツコンベンションやスポーツイベントへの参加
・沖縄らしい魅力ある観光地づくりへの理解と協力
・観光客を迎えるためのホスピタリティ意識の向上
・口コミ等による沖縄の魅力の発信
・めんそーれ沖縄県民運動への参画

事業者

・観光客の満足度を高めるサービス・メニューの創出
・沖縄観光のプロモーションや誘致活動の実施
・外国人観光客に対応した観光商品の造成・販売、観光人材の育成
・環境負荷を低減する施設の整備
・沖縄の自然や文化資源の保全に向けた理解と協力
・異業種・異分野の連携による観光産業の高付加価値化に向けた取組
・県が実施する観光統計データ収集に係る理解と協力

平均滞在日数の増加
3.79日

（23年度）
3.71日

（28年度）
4.5日

入域観光客数の増加
552.8万人
（23年度）

876.9万人
（28年度）

1,200万人

協働主体名 期待される役割

30.1万人
（23年度）

212.9万人
（28年度）

400万人

沖縄旅行に対する観光客の満
足度の向上（総合評価が「大変
満足」の比率）

　（うち外国人観光客数）

国内：52.3％
（21年度)

海外：31.1％
(23年度）

国内：61.6％
（28年度)

海外：26.6％
(28年度）

国内：70.0％
海外：50.0％

―

―

2,403.9万人
（28年）

50.4％
（訪日外国人 28年）

項目 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標

観光収入の増加
3,783億円
（23年度）

6,603億円
（28年度）

1.1兆円

全国の現状
（参考年）

―
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基本施策３－（２）世界水準の観光リゾート地の形成

 主な課題

①

②

③

④

⑤

 成果指標

1

2

3 ―

旅行中に行った活動（エコツアー）
1.3％

（23年度）
1.7％

(28年度)
2.2％ ―

エンターテイメント創出・観光メ
ニューの商品造成数（累計）

12件
（23年度）

113件
（28年度）

170件 ―

観光客の平均宿泊日数や一人当たりの観光消費額は伸び悩んでいる状況にあり、ボトム
期（閑散期）における観光客の増大、旅行者ニーズを踏まえた独自の着地型観光・滞在型
観光の推進、沖縄型特定免税店をはじめショッピングの魅力を高める取組の強化等が課
題である。

【施策展開】
３-（２）-ア

国際的な沖縄観光ブランドの確立

観光リゾート産業のさらなる振興に向けては、沖縄の重要な観光資源である自然環境や
「沖縄らしい」風景・景観の保全・再生を図りつつ、文化、スポーツ、医療サービス等を観光
資源として利活用し、沖縄観光の魅力の再構築を図るなど、世界水準の観光リゾート地とし
てのブランドイメージを高めることが重要な課題である。

スポーツキャンプ等の誘致にあたり、受入スポーツ施設の充実やスポーツの種目・レベル
に合わせた施設環境の整備を図る必要がある。また、沖縄におけるスポーツの企画、運
営、宣伝、支援に係る人材育成などの受入体制整備も課題となっている。

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標

国際的な沖縄観光ブランドの確立に向けて、国内観光客のみならず、アジア地域や欧米等
の外国人観光客を誘致する必要があり、沖縄本島に加えて、自然、文化等多様な魅力を
有しながら認知度等に課題がある離島地域の積極的な活用が課題である。

全国の現状
（参考年）

沖縄の貴重な自然環境と観光振興を持続的に両立させるには、実態調査等に基づいた沖
縄独自の環境負荷低減の地域における取組が必要不可欠である。また、観光利用による
観光資源の劣化が見られる地域においては、市町村や地域が主体となって行う自然環境
等の保全に配慮した観光地づくりの強化が課題である。

228件
（22年）

351件
（27年）

400件

460件
（22年）

625件
（27年）

700件

沖縄へのリピート回数（沖縄旅行
の回数で２回目以上の比率）

―
13.5％

(27年度)
23.5％

75,056人
（22年）

55,965人
（27年）

73,000人 ―

4
スポーツコンベンションの開催件
数・県外・海外参加者数

6,542人
（22年）

10,739人
（27年）

13,000人 ―

5
スポーツキャンプ合宿の実施件
数・県外・海外参加者数

―

―
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基本施策３－（２）世界水準の観光リゾート地の形成

 施策

【施策】①　環境共生型観光の推進

29 30 31 32 33
１件
プロモー
ション支援

３件
情報発信
支援数

【施策】②　沖縄独自の観光プログラムの創出

29 30 31 32 33

12件
支援件数

５件
セミナー開
催件数

８回
プロモー
ション回数

実施
主体主な取組

年度別計画

沖縄リゾートダイビング戦略モデルの構築
（文化観光スポーツ部）

○高付加価値型観光・着地型観光の推進

県

県

県

県

主な取組

エコツーリズムの推進
（文化観光スポーツ部）

やんばる型森林ツーリズム推進体制構築事業
（農林水産部）

年度別計画 実施
主体

環境共生型観光の推進
（文化観光スポーツ部）

県

県

県
市町村

カップルアニバーサリーツーリズム拡大事業
（文化観光スポーツ部）

ウェルネスツーリズム等の推進
（文化観光スポーツ部）

沖縄の観光資源を活用したエンターテイメント創
出・観光メニュー開発等の支援
（文化観光スポーツ部）

全体構想
の策定

ガイドダイバー育成セミナーの実施

①国内外におけるフェア出展、広告等によるプロモーション
②情報発信
③受入体制強化

市町村等が行う観光資源の利用ルール等の策定やプロ
モーション、人材育成などへの支援

プログラムメニュー情報を紹介するWebコンテンツの作成・更

新

コーディネーターの育成

品質保証制度の検討・

構築・導入

ウェルネスツーリズムに取り組む県内事業者に対するコン
テンツ開発及びプロモーション活動等の支援

沖縄の観光資源を活用した観光商品の開発支援

185



基本施策３－（２）世界水準の観光リゾート地の形成

20件
意見交換
件数（参加
市町村数）

20件 20件 20件 20件

【施策】③　スポーツコンベンションの推進

29 30 31 32 33

３事業以上
モデル事
業数

歓迎支援
件数45件

○地域観光支援

スポーツツーリズム戦略推進事業
（文化観光スポーツ部）

スポーツ観光誘客促進事業
（文化観光スポーツ部）

○スポーツ・キャンプ、コンベンションの誘致

○スポーツツーリズムの推進

プロ野球キャンプ等訪問観光促進事業
（文化観光スポーツ部）

スポーツコミッション沖縄体制整備事業
（文化観光スポーツ部）

スポーツコンベンション誘致事業
（文化観光スポーツ部）

Ｊリーグ規格スタジアム整備事業
（文化観光スポーツ部）

主な取組
年度別計画

地域観光の支援
（文化観光スポーツ部）

Be.Okinawa琉球列島周遊ルート形成推進事業
（文化観光スポーツ部）

国
県

外国人観光客受入体制強化事業
（文化観光スポーツ部）

県

県

県
市町村

県
市町村

県
市町村

県
市町村

関係団体

県

県
市町村
民間

実施
主体

スポーツツーリズムモデル事業の実施、定着化促進、新規
開拓

スポーツ観光のプロモーション実施

プロ野球キャンプ等訪問観光促進への取組

市町村、地域観光協会等の主体的な観光振興の促進

国内外代表チーム、社会人、学生等のスポーツキャンプ合

宿誘致

ワンストップ化によるスポーツ観光の受入支援

スポーツコンベンションの歓迎支援等

マーケティング調査

対象市場に向けた情報発信・プロモーション

滞在コンテンツの充実

受入体制整備、交通アクセスの円滑化

多言語コンタクトセンター運営、受入インフラ整備支援、イン
バウンド連絡会、緊急医療態勢整備等の実施

設 計 工 事実施計画
課題

整理

基本

計画
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基本施策３－（２）世界水準の観光リゾート地の形成

23件
キャンプ
誘致件数

24件 25件 26件 27件

 関連のある施策展開

３－（７）－キ　フロンティア型農林水産業の振興

 主な課題

①

②

 成果指標

1 入域観光客数（外国人除く）
522.6万人
（23年度）

664万人
（28年度）

800万人 ―

2

外国人観光客数
30.1万人
（23年度）

213万人
（28年度）

400万人
2,403.9万人

（28年）

　（うち空路来訪者数）
18.2万人
（23年度）

143.1万人
（28年度）

200.0万人 ―

　（うち海路来訪者数）
11.9万人
（23年度）

69.8万人
（28年度）

200.0万人 ―

【施策展開】
３-（２）-イ

市場特性に対応した誘客活動の展開

我が国は少子高齢化の進行による人口減少社会へと突入し、国内観光市場の量的拡大
は厳しさを増すものと想定される。一方で、沖縄観光のリピーター率は平成28年度で約
85％と高く、沖縄を一度も訪れたことのない方々も多いことから、新たな観光需要を開拓す
る余地は十分残されている。このため、年齢層や観光需要に的確に対応したきめ細かなプ
ロモーション活動を展開していくことが重要となっている。

海外からの誘客については、アジアからの観光客が増加傾向にあるが、海外における沖縄
の認知度は依然として低い状況にあることから、観光マーケティング力を強化し、アジア諸
国や欧米を中心に誘客ターゲットを絞り込み、効果的で戦略的なプロモーション活動を展開
することが重要である。

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

３－（６）－ア　沖縄のソフトパワーを活用した新事業・新産業の創出

３－（12）－ア　観光リゾート産業の振興

１－（１）－エ　自然環境の適正利用

２－（１）－イ　「スポーツアイランド沖縄」の形成

５－（５）－ア　リーディング産業を担う人材の育成

４－（１）－ウ　国際交流拠点の形成に向けた基盤の整備

サッカーキャンプ誘致戦略推進事業
（文化観光スポーツ部）

県
市町村

プロ等サッカーキャンプ誘致の取組

受入市町村の創出、県内スポーツターフ管理者の技術向上

等
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基本施策３－（２）世界水準の観光リゾート地の形成

3

4

5

 施策

【施策】①　きめ細かな国内誘客活動の展開

29 30 31 32 33

20件
ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
件数

連携プロ
モーション
実施

２回
県外説明
会

調査 調査

ラグジュアリートラベル・ビジネス調査構築事業
（文化観光スポーツ部）

県

○マーケティング分析力の強化

リピーターの満足度向上対策
（文化観光スポーツ部）

県

国内需要安定化事業
（文化観光スポーツ部）

県

教育旅行推進強化事業
（文化観光スポーツ部）

県

LCC仮設ターミナル交通対策事業
（文化観光スポーツ部）

県

主な取組
年度別計画 実施

主体

○国内誘客の推進

観光誘致対策事業
（文化観光スポーツ部）

県

修学旅行者数
45.2万人
（23年）

43.9万人
(27年)

45.2万人 ―

沖縄旅行に対するリピーターの満
足度
（旅行全体の評価が「大変満足」
の比率）

51.7％
（21年度)

52.7％
(27年度)

60.0％ ―

沖縄旅行に対する外国人観光客
の満足度
（旅行全体の評価が「大変満足」
の比率）

31.1％
（23年度）

31.3％
(27年度）

50.0％
43.5％
（23年）

関係機関と連携した観光プロモーションの実施

・リピーター層獲得のためのマーケティング調査を実施
・調査を踏まえターゲット市場に対し有効なアプローチを提案

国内外誘客キャンペーン実施、イベント支援、観光宣伝物の

作成

修学旅行の誘致、市場開拓に係る広報、

修学旅行の受入環境整備、旅行会社等の招聘 等

ラグジュア

リートラベ

ルの実態

調査

テストマー

ケティング

の実施

LCC巡回バスの

運行
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基本施策３－（２）世界水準の観光リゾート地の形成

調査

【施策】②　海外誘客活動の戦略的展開　

29 30 31 32 33

14箇所
ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ
実施地域
数

７箇所
ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ
実施地域
数

５カ所
ブース出
展等（商談
会）

20件
ロケ支援
数

外国人観光客受入体制強化事業
（文化観光スポーツ部）

県

外国人観光客誘致強化戦略策定事業
（文化観光スポーツ部）

県

海外事務所等による海外誘客支援（海外展開支
援事業）
（商工労働部）

県

フィルムツーリズム推進事業
（文化観光スポーツ部）

県

沖縄観光国際化ビッグバン事業
（文化観光スポーツ部）

県

クルーズ船プロモーション事業
（文化観光スポーツ部）

県

那覇港人流機能強化関連事業
（土木建築部）

那覇港管理組合

沖縄観光成果指標・認証制度検討事業
（文化観光スポーツ部）

県

主な取組
年度別計画 実施

主体

○海外誘客の推進

航空路線拡充に関する助成、知名度向上のためのプロモー
ション等の実施

みなとまちづくり活動支援、ポートセールス等事業

・マーケティング手法の調査・検討

・観光事業者、サービス等認証制度の調査・検討
・県民・観光客の意見フィードバックシステムの構築

国内外でのロケ地沖縄のＰＲ、ロケ誘致等

ロケ受入セミナー等開催

国際観光戦略モデルの効果検証

海外事務所・委託駐在員の設置及び運営

現地旅行社、航空会社･メディアへの営業活動・事務調整等、
観光セミナー・観光見本市の出展支援等

クルーズ寄港への助成、誘致プロモーション等の実施
フライ＆クルーズ及び拠点港化の可能性検討

多言語コンタクトセンター運営、受入インフラ整備支援、イン
バウンド連絡会、緊急医療態勢整備等の実施
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基本施策３－（２）世界水準の観光リゾート地の形成

 関連のある施策展開

 主な課題

①

②

③

④

 成果指標

1

2

3

―
国内会議　39件

（28年）
国内会議　50件 ―

1,000人以上のMICE開催件数 ―
85件

（28年）
134件 ―

県外・海外からの参加者が300名
以上のインセンティブ旅行件数

―
17件

（28年）
40件 ―

産学官連携やＭＩＣＥ施設間の連携による多種多様なＭＩＣＥの受入体制を構築し、離島も
含めた沖縄県全体でのＭＩＣＥ振興を図っていくことが重要である。特に、展示会・商談会の
開催は県内産業の成長発展のために積極的に活用・推進する仕組みを構築することが課
題となっている。

県内にはＭＩＣＥ専門の事業者が少なく、民間事業者もＭＩＣＥ専門の人材が不足しているこ
とから、ＭＩＣＥ主催者の多様なニーズに対応できる幅広い専門人材の育成・確保が課題で
ある。

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

ＭＩＣＥ開催による直接経済効果 ―
209億円
（28年）

413億円 ―

ラグジュアリートラベル・ビジネス調査構築事業
（文化観光スポーツ部）

県

３－（12）－ア　観光リゾート産業の振興

４－（１）－ア　国際ネットワークの形成と多様な交流の推進

【施策展開】
３-（２）-ウ

大型ＭＩＣＥ施設を核とした戦略的なＭＩＣＥの振興

ＭＩＣＥの誘致競争が年々拡大している中、海外市場における知名度の向上や、沖縄開催
の魅力の創造と発信に取り組むとともに、戦略的なＭＩＣＥ振興を推進し、国際的なＭＩＣＥ開
催地としてブランドを確立することが重要である。

これまで規模の制約から開催できなかった大型催事を取り込むため、大型ＭＩＣＥ施設を早
期に整備する必要がある。また、整備にあたっては、空港や宿泊施設等からの交通利便性
を確保するとともに、地域と一体となった取組や、周辺エリアにおける宿泊施設、商業施設
等の立地が必要である。

4

―
国際会議　13件

（28年）
国際会議　20件 ―

ICCA基準による国際会議の件数
JCCB基準による国内会議の件数

ラグジュア

リートラベ

ルの実態

調査

テストマー

ケティング

の実施
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基本施策３－（２）世界水準の観光リゾート地の形成

 施策

【施策】①　マーケティングに基づくプロモーションの展開

29 30 31 32 33

29 30 31 32 33

大型ＭＩＣＥ施設周辺の受入環境の整備
（文化観光スポーツ部）

県
市町村

観光地形成促進地域制度の活用促進
（文化観光スポーツ部）

県

沖縄コンベンションセンター管理運営事業
（文化観光スポーツ部）

県

展示会、商談会、見本市の誘致開催
（商工労働部、文化観光スポーツ部）

県
産業界

【施策】②　大型ＭＩＣＥを核とした全県的な受入体制の整備

主な取組
年度別計画 実施

主体

○ＭＩＣＥ施設の機能強化

○誘致・プロモーションの展開

ＭＩＣＥブランドの構築・発信
（文化観光スポーツ部）

県
OCVB

企業ミーティング、インセンティブ旅行の誘致
（文化観光スポーツ部）

県
OCVB

民間企業

主な取組
年度別計画 実施

主体

○マーケティング調査、情報分析力の強化

沖縄ＭＩＣＥ開催実態調査事業
（文化観光スポーツ部）

県
OCVB

国内外におけるＭＩＣＥ情報の収集
（文化観光スポーツ部）

県
OCVB

コンベンションの誘致
（文化観光スポーツ部）

県
OCVB
大学

大型ＭＩＣＥ施設の整備
（文化観光スポーツ部）

県
事業者

マリンタウンＭＩＣＥエリアまちづくりビジョンの実施に向けた
関係機関との調整及び実施

ＭＩＣＥ関係団体、ＭＩＣＥ専門商談会における情報収集

実態調査の実施

ブランド
策定

継続的なブランドプロモーションの展開

主催者等への誘致活動、商談会等への参加、キーパーソン
招聘

主催者等への誘致活動、商談会等への参加、大学による誘
致活動支援

県内外の投資会社への誘致活動、税制等の活用促進

主催者等への誘致活動と産業界の取組促進

MICE誘致に向けた適正な施設の管理・運営・機能強化

設計・工事・開業準備に向けた取組

191



基本施策３－（２）世界水準の観光リゾート地の形成

設立 会員数130団体

【施策】③　ＭＩＣＥに関わるプレーヤーの育成・確保

29 30 31 32 33

６回
講座・セミ
ナー開催

１回
イベント開
催

 関連のある施策展開

県
OCVB

県民・学生等のMICE理解の促進
（文化観光スポーツ部）

県
OCVB

３－（６）－オ　ＭＩＣＥを活用した産業振興とＭＩＣＥ関連産業の創出

４－（１）－ウ　国際交流拠点の形成に向けた基盤の整備

主な取組
年度別計画 実施

主体

○ＭＩＣＥプレーヤーの育成・高度化

ＭＩＣＥ開催支援の充実
（文化観光スポーツ部）

県
OCVB

沖縄らしいＭＩＣＥコンテンツの開発
（文化観光スポーツ部）

県
OCVB

ＭＩＣＥ限定制度の導入検討
（文化観光スポーツ部）

県

ＭＩＣＥ施設の機能強化に向けた交通体系の確立
（文化観光スポーツ部）

県
市町村

国
交通事業者

○ＭＩＣＥ誘致・受入の体制強化

沖縄ＭＩＣＥネットワークの運営・組織強化
（文化観光スポーツ部）

県
OCVB

万国津梁館管理運営事業
（文化観光スポーツ部）

県

地域・住民のＭＩＣＥ参加の促進
（文化観光スポーツ部）

県
OCVB

ＭＩＣＥ専門人材の育成
（文化観光スポーツ部）

県民向け普及イベントの開催

MICE専門人材育成の講座・セミナー開催

ハシゴ道路をはじめとする幹線道路ネットワーク整備
利便性の高い公共交通ネットワークの構築に向けた取組

部会、勉強会の開催、普及イベントの開催、
主催者・誘致主体等への総合的支援 等

MICE普及イベントの開催やMICE主催者による県民向けイベ
ントの開催促進

MICE歓迎イベント、シャトルバス借り上げ支援、開催経費の
負担軽減等の実施

ユニークベニュー、体験プログラム、MICE限定商品・サービ
スの開発促進

調査 制度検討、関係団体との調整

MICE誘致に向けた適正な施設の管理・運営・機能強化
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基本施策３－（２）世界水準の観光リゾート地の形成

 主な課題

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

 成果指標

1

2

3

4
道路状況（渋滞状況等）に対する
観光客満足度
(国内客､｢大変満足｣の比率)

22.8％
（21年度）

23.2％
（27年度）

向上 ―

那覇港の年間旅客者数
59万人
（23年）

105万人
（27年）

123万人
9,973万人
（24年）

106回
116,400人
（23年）

387回
718,100人
（28年）

933回
2,000,000人

―

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

那覇空港の年間旅客者数
1,423万人
(22年度)

1,854万人
(27年度)

2,123万人
福岡空港
2,137万人
(27年度)

空の玄関口である那覇空港については、観光客の増大に対応できるよう那覇空港の滑走
路増設、国内・海外誘客を強化するための旅客ターミナルの拡充が大きな課題となってい
る。

海の玄関口である港湾については、クルーズ船誘致に向けた更なる取組強化とともに、大
型クルーズ船に対応した岸壁や旅客ターミナルビルの整備等による安全性・快適性・利便
性の確保、マリーナや人工ビーチ等の整備をはじめ、国際的な海洋性リゾート地にふさわし
いウォーターフロントの整備や憩いの場として緑陰の創出が必要である。

観光客の移動の円滑化を図るため、渋滞緩和や広域交流拠点と主要観光地との結節性向
上に資する体系的な幹線道路網の整備や、自動車と公共交通、公共交通機関同士の結節
機能を向上させ、定時定速かつ利便性の高い公共交通ネットワークを形成する必要があ
る。

外国人観光客の受入体制については、多言語表記による観光案内板の整備などが観光
客数の拡大傾向に追いついていないことや、国際的な観光地に比べ脆弱な決済インフラや
通信インフラの解消が課題である。

中高年及び外国人の観光客増大に対応するため、公共施設や観光拠点施設のバリアフ
リー化・ユニバーサルデザイン化など人に優しい安全・安心・快適な観光地づくりに取り組
む必要がある。また、多様化する観光需要に対応するため、沖縄らしい風景づくり、憩いの
場やレクリエーション施設の整備など、国際的な観光リゾート地にふさわしい観光まちづくり
に市町村と連携して取り組む必要がある。

沖縄の観光リゾート産業の持続的な発展を図るには、観光客を受け入れる県内各団体の
みならず県民一人ひとりのホスピタリティ意識を高揚させることが今後ますます重要となっ
てくる。

宿泊施設数は観光客数の増加とともに右肩上がりに増加してきたが、県が目標とする入域
観光客数1,200万人が平均滞在日数4.5日を達成するためには、適正な宿泊単価を確保し
つつ県全体としての宿泊供給量の増大に努める必要がある。

【施策展開】
３-（２）-エ

観光客の受入体制の整備

クルーズ船寄港回数・海路による
入域観光客数（県全体）
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基本施策３－（２）世界水準の観光リゾート地の形成

6

7

8

 施策

【施策】①　交通基盤の整備による観光客の移動の円滑化

29 30 31 32 33

港湾計画
改訂

那覇港ｺｰｽﾀﾙﾘｿﾞｰﾄ・ｳｫｰﾀｰﾌﾛﾝﾄ整備事業
（土木建築部）

那覇港管理組合
浦添市

那覇空港旅客ターミナルビルの整備
（企画部）

那覇空港
ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ㈱

国

離島拠点空港の国際線受入体制の整備
（土木建築部）

県
市町村

○海のゲート機能充実

主な取組
年度別計画 実施

主体

○空のゲート機能充実

那覇空港の滑走路増設整備
（企画部）

国

クリーンアップキャンペーン参加
者数

8,280人/年
（23年度）

19,681人/年
（28年度）

20,700人/年 ―

観光振興計画等を策定した市町
村数

19市町村
（23年度）

30市町村
（28年度）

33市町村 ―

観光アクセス道路の緑化延長
０km/80km

（23年）
70km/80km

（28年）
80km/80km ―

案内表記  ：71.7％
（23年度）

案内表記：72.1％
（27年度）

案内表記  ：90.0％ ―

更なる大型クルーズ船の受入体制の構築
　（土木建築部）

国
那覇港管理組合

両替利便性：52.6％
（23年度）

両替利便性：66.2％
（27年度）

両替利便性：70.0％ ―

5 外国人観光客の満足度

滑走路増設整備（2,700m）

ターミナル連結整備

ＣＩＱ施設増築

新石垣空港エプロン拡張整備

下地島空港ターミナル
地区整備

新石垣空港国際線旅客施設整備

港湾計画改訂手続き 環境アセスの実施

第２クルーズ岸壁等の整備に向けた取組

クルーズ船

にも対応し

た、コンテ

ナターミナ

ルの岸壁

延伸整備

泊埠頭８号岸壁における更なる大型クルーズ船の受け入れ

の取組
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新港ふ頭４
号上屋延
命化（完
了）

新港ふ頭５
号上屋延
命化（完
了）

那覇ふ頭
１、２号上
屋建替（完
了）

浦添線完
了

緑地等整
備

船揚場・
泊地浚渫
等

船揚場・
防波堤整
備等

（石垣港）

岸壁・防波
堤・泊地浚
渫等

（平良港）

（本部港）

防波堤整
備
（供用）

岸壁整備
（供用）

ターミナル
ビル整備
（供用）

那覇港臨港道路整備事業
（土木建築部）

国
那覇港管理組合

中城湾港・海洋ﾚｼﾞｬｰ拠点創出事業
（土木建築部）

県

圏域の拠点港湾（石垣港、平良港、本
部港）の整備
（土木建築部）

国
石垣市

国
宮古島市

民間

県
民間

那覇港人流機能強化整備事業
（土木建築部）

那覇港管理組合

那覇港産業推進・防災事業
（土木建築部）

那覇港管理組合

緑地、みなとまちづくり、利便性向上施設等の整備

馬天地区：船揚場・防波堤整備

泡瀬地区における港湾施設整備

仲伊保地区：船揚場・泊地浚渫

大型旅客船ターミナル整備等

第２クルーズ岸壁等の整備にむけた取組

・耐震強化岸壁整備

・ふ頭用地、臨港道路・緑地等の整備

岸壁・臨港道路整備 H32供用開始

港湾計画改訂手続き

ターミナルビル整備 H32供用開始

岸壁・防波堤の整備

ターミナルビルの整備

船客待合所の延命化、耐震化及び建替等の実施

臨港道路（浦添線、若狭港町線）の改良、新規整備等
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浦添北道
路暫定供
用

浦添西原
線（嘉手苅
～小那覇）
供用

79％
延長整備
事業進捗
率

100％ 供用

922台
ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗ
ｲﾄﾞ駐車・
駐輪台数

1,922台

【施策】②　観光まちづくりの推進

29 30 31 32 33

20件
意見交換
会（参加市
町村数）地域観光の支援

（文化観光スポーツ部）
県

観光地形成促進地域制度
（文化観光スポーツ部）

県
民間事業者

観光周遊自転車ネットワークの形成
（土木建築部）

県

主な取組
年度別計画 実施

主体

○魅力ある観光まちづくりの支援

ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ駐車場の整備（第４駅周辺等）
（土木建築部）

県
市

○観光地巡りが楽しくなるみちづくり

ハシゴ道路等ネットワークの構築
（土木建築部）

県

沖縄都市モノレール延長整備事業
（土木建築部）

県
市

事業者

○陸上交通基盤の整備

那覇空港自動車道の整備
（土木建築部）

国

沖縄西海岸道路の整備
（土木建築部）

国

小禄道路の整備

・延長区間第４駅周辺での大規模
駐車場整備（1,000台規模）
・モノレール駅交通広場での駐輪場
の整備

読谷道路、北谷拡幅、浦添北道路、那覇北道路等の整備

市町村、地域観光協会等の主体的な観光振興の促進

制度（観光施設投資減税）の周知及び活用促進

観光周遊自転車ネットワークの選定、整備

浦添西原線、宜野湾北中城線、県道24号線ＢＰ、南部東道
路、上之屋道路等の整備

・延長区間：那覇市首里汀良町

（首里駅）～浦添市前田
延長距離：4.1ｋｍ（４駅）

・終着駅と沖縄自動車道を接続するためのICを
整備
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70km
道路緑化・
重点管理

80km

280km
道路緑化・
育成管理
延長

300km
（累計）

３空港 ３空港 ３空港 ３空港 ３空港

12基
案内標識
の設置・更
新・修繕

５回
観光バリア
フリーセミ
ナー開催
数

【施策】③　県民のホスピタリティの向上

29 30 31 32 33

12回
ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
実施回数

　

めんそーれ沖縄県民運動推進事業
（文化観光スポーツ部）

県

台風時観光客対策事業
（文化観光スポーツ部）

県

観光産業におけるバリアフリー化の促進
（文化観光スポーツ部）

県

主な取組
年度別計画 実施

主体

○県民のホスピタリティの向上

○誰にでも優しい観光地づくり

多言語観光案内サイン整備事業
（文化観光スポーツ部）

県

案内表示の充実強化（道路案内標識等）
（土木建築部）

県

主要道路における沿道空間の緑化事業
（土木建築部）

県

宮古広域公園整備事業
（土木建築部）

県
宮古島市

離島空港ちゅらゲートウェイ事業
（環境部）

県

沖縄フラワークリエイション事業
（土木建築部）

県

基本設計､環境アセス､用地補償､整備

空港ターミナル地区の緑化

統一ルー
ルについて
の普及啓
発

クリーンアップキャンペーンの実施、広報啓発

台風時、空港内滞留観光客に対する一時避難場所の提供

観光地アクセス道路の緑化・重点管理

亜熱帯性気候を活かした道路植栽・街路樹の育成管理

案内標識の設置・更新・修繕

観光関連事業者に対するバリアフリーセミナーの実施

県内外でのプロモーションの実施

197



基本施策３－（２）世界水準の観光リゾート地の形成

５回
ｾﾐﾅｰ開催
件数

調査

H30年９月
供用開始

予定

 関連のある施策展開

１－（６）－イ　花と緑あふれる県土の形成

４－（１）－ウ　国際交流拠点の形成に向けた基盤の整備

１－（７）－ウ　人に優しい交通手段の確保

３－（１）－ア　国際交流・物流拠点の核となる空港の整備

３－（１）－イ　人流・物流を支える港湾の整備

３－（１）－ウ　陸上交通基盤の整備

３－（１）－エ　国際ネットワークの構築、移動・輸送コストの低減及び物流対策強化

３－（４）－ア　臨空・臨港型産業の集積による国際物流拠点の形成

３－（11）－ウ　交通基盤の整備と交通ネットワークの充実強化

３－（12）－ア　観光リゾート産業の振興

４－（１）－イ　世界と共生する社会の形成

観光２次交通機能強化事業
（文化観光スポーツ部）

県

沖縄観光成果指標・認証制度検討事業
（文化観光スポーツ部）

県

１－（３）－ア　地球温暖化防止対策の推進

１－（３）－ウ　低炭素都市づくりの推進

１－（７）－ア　まちづくりにおけるユニバーサルデザインの推進

旭橋再開発地区観光支援施設設置事業
（文化観光スポーツ部）

県

観光危機管理推進事業
（文化観光スポーツ部）

県

沖縄観光コンベンションビューロー及び交通機関等と連携し
た観光客の二次交通の利便性の向上

・マーケティング手法の調査・検討

・観光事業者、サービス等認証制度の調査・検討
・県民・観光客の意見フィードバックシステムの構築

危機管理セミナーの実施、地域別取取組支援の実施 等

内装・

展示

設計
工事
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基本施策３－（２）世界水準の観光リゾート地の形成

 主な課題

①

②

③

 成果指標

1

2

3

 施策

【施策】①　国際観光に対応できる観光人材の育成

29 30 31 32 33

100件
研修支援
件数

地域通訳案内士育成等事業（仮称）
（文化観光スポーツ部）

県

主な取組
年度別計画 実施

主体

○多様な観光人材の育成

観光人材育成の支援
（文化観光スポーツ部）

県

外国語対応能力に対する外国人
観光客の満足度

40.2％
（23年度）

55.2％
（27年度）

60.0％ ―

観光人材育成研修受講者数
1,742名

（24年度）
2,235名

(28年度）
1,900名以上 ―

地域通訳案内士登録者数（累計）
※基準年及び現状は旧制度の「地域限
定通訳案内士」と「沖縄特例通訳案内
士」の登録者数合計

98名
（23年度）

563名
（28年度）

700名以上 ―

【施策展開】
３-（２）-オ

世界に通用する観光人材の育成

沖縄観光の満足度を高めるため、観光客に直接対応する観光産業従事者等の対応力向
上を図るとともに、持続的な観光振興を担う経営人材の育成、多様化・高度化する観光客
のニーズに対応できる人材の育成・確保を図る必要がある。また、観光関連産業の課題と
なっている雇用のミスマッチについても業界と連携し取り組む必要がある。

外国人観光客の増加に伴う通訳案内士の絶対的な不足に加え、ガイドニーズの多様化に
伴う対応が十分でないことが大きな課題となっており、当面の不足を補う目的で、外国人観
光客に対応できる人材の育成に取り組む必要がある。

観光産業が、本県のリーディング産業として今後さらなる発展を遂げ、県経済を持続的に牽
引していくには、県民、とりわけ次世代を担う児童生徒に対し、沖縄における観光産業の重
要性について理解を深め、魅力ある職業の一つとして認識を促していくことが重要な課題で
ある。

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

企業・団体による観光産業従事者への研修を支援

既資格取得者に対するスキルアップ研修等実

施

沖縄特例通

訳案内士の

育成
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基本施策３－（２）世界水準の観光リゾート地の形成

５件
セミナー開
催件数

 関連のある施策展開

 主な課題

①

②

③

観光リゾート産業のさらなる高度化に向けては、ものづくり産業、農林水産業、情報通信関
連産業等、多様な産業との有機的な連携を強化し、観光産業がもたらす県経済全体への
波及効果を高めていく必要がある。

観光土産品については、観光客に選ばれる魅力的な観光土産品の開発販売の促進や観
光土産品の域内調達率の向上が課題となっており、沖縄らしさを感じられる地域特産品の
開発やブランド化、農商工連携等を含めた事業者間の連携を促進し、産業間相互の振興
に努める必要がある。また、アジア展開や外国人観光客等の増加を踏まえ、食嗜好やパッ
ケージなど新たなニーズ・課題に対応した商品開発、デザイン開発等に取り組む必要があ
る。

観光客が利用するホテルや飲食店等において地産地消を進める上での問題点等を十分に
把握した上で、一層の連携強化を図るほか、グリーン・ツーリズム等を通じた、農山村地域
と都市との地域間交流や農山村地域の所得向上等に向けた取組強化が求められる。

観光教育の推進
（文化観光スポーツ部）

県
OCVB

３－（２）－ア　国際的な沖縄観光ブランドの確立

３－（12）－エ　離島を支える多様な人材の育成・確保

４－（１）－イ　世界と共生する社会の形成

５－（１）－ア　地域を大切にし、誇りに思う健全な青少年の育成

５－（５）－ア　リーディング産業を担う人材の育成

【施策展開】
３-（２）-カ

産業間連携の強化

地域限定通訳案内士試験実施事業
（文化観光スポーツ部）

県

沖縄リゾートダイビング戦略モデルの構築
（文化観光スポーツ部）

県

観光産業等と連携し、観光教育を実施

ガイドダイバー育成セミナーの実施

地域限定通

訳案内士試

験の実施
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基本施策３－（２）世界水準の観光リゾート地の形成

 成果指標

1

2

3

 施策

【施策】①　観光リゾート産業と多様な産業との連携

29 30 31 32 33

10名
育成数

１回
展示会・研
修会の開
催

○観光土産品の開発・販売促進支援

県産品のデザイン活用の促進
（商工労働部）

県

観光産業実態調査
（文化観光スポーツ部）

県

○域内調達の促進

直売所を中心とした地産地消の推進
（農林水産部）

県

主な取組
年度別計画 実施

主体

○観光客等のニーズ把握

観光統計実態調査（観光客満足度調査）
（文化観光スポーツ部）

県

観光土産品に対する満足度
（国内客、「大変満足」の比率）

33.2％
（21年度）

32.5％
(27年度)

40.0％ ―

観光客一人当たりの土産品等購
入費

16,526円
（23年度）

17,149円
(27年度)

21,000円 ―

宿泊業（料飲部門）における県産
品利用状況

43.8％
（21年度）

47.1％
（27年度）

50.0％ ―

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

観光産業の実態調査等の実施

観光客の満足度調査等の実施

直売所の

特性に応じ

た直売所

活性化支

援及び人

材育成

企業等へのデザイン活用手法等の普及
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基本施策３－（２）世界水準の観光リゾート地の形成

４件
個別酒造
所のマー
ケティング
支援

10件
支援件数

10.6万人
交流人口

13万人

 関連のある施策展開

３－（７）－イ　流通・販売・加工対策の強化

グリーン・ツーリズムの推進
（農林水産部）

県

３－（７）－キ　フロンティア型農林水産業の振興

３－（９）－ア　ものづくり産業の戦略的展開

３－（９）－イ　県産品の販路拡大と地域ブランドの形成

３－（12）－ウ　特産品開発やプロモーションなどマーケティング支援等の強化

５－（５）－イ　地域産業を担う人材の育成

６次産業化支援
（農林水産部）

県

○産業間連携による体験型観光の推進

観光産業と他産業を繋ぐコーディネート機能の強
化
（文化観光スポーツ部）

県

琉球泡盛県外展開強化事業
（商工労働部)

県
支援機関
企業等

琉球泡盛

の県外展

開強化の

総合支援、

ブランド力

向上に向

けた情報発

信・研究開

発

商品開発人材育成

販路開拓支援

観光客ニーズのフィードバック
商品・サービス評価のモニタリング

農山漁村と都市との交流を促進するためのグリーン・ツーリ
ズム実践者の支援・育成等
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基本施策３－（３）情報通信関連産業の高度化・多様化

 基本施策の目的

 基本施策の体系

【施策展開】 【施策】

①　県内情報通信関連企業の高度化・多様化の促進
②　他産業との連携強化及び国際研究開発・技術者交流の
　　 促進

エ　情報通信基盤の整備
①　国内外に向けた情報通信基盤の拡充
②　情報通信産業集積拠点の整備
③　情報通信基盤の高度化

ウ　多様な情報系人材の育成・確保
①　即戦力となるＩＴ人材の育成
②　アジアと日本のビジネスを結びつけるＩＴ人材の育成
③　高度で先端的な技術をもつIT人材の育成

基本施策

３－（３） 情報通信関連産業の高度化・多様化

　東アジアの中心に位置し、豊富な若年労働者を有するなど本県の特性を最大限に生かし、
アジアにおける国際情報通信拠点“ＩＴブリッジ”として我が国とアジアの架け橋となることを目
指す。

情報通信関連企業の立地数

【基本施策】

３－（３）　情報通信関連産業の高度化・多様化

資　料：「情報通信関連企業雇用状況等調査」アンケート結果（県）

ア　情報通信関連産業の立地促進
①　情報通信産業振興地域制度等を活用した立地・集積の
　　 促進

イ　県内企業の高度化・多様化
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基本施策３－（３）情報通信関連産業の高度化・多様化

 目標とするすがた

 協働が期待される主体と役割

 主な課題

①

 成果指標

1

2

項目名
全国の現状
（参考年）

―

560社

基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標

情報通信関連産業の売上高の
増加

情報通信関連企業の立地数の
増加

237社
（23年度）

427社
（28年度）

31,845人
（24年）

42,905人
（27年度）

55,000人

3,482億円
（23年度）

4,099億円
（27年度）

5,800億円

427社
（28年度）

560社

市町村
・沖縄県と連携した企業誘致及び企業支援
・県内立地企業の受入環境の整備等

【施策展開】
３-（３）-ア

情報通信関連産業の立地促進

沖縄がアジア有数の国際情報通信ハブとして成長していくためには、より一層の国内外の
情報通信関連企業・人材の集積を促進することが重要である。また、情報通信産業振興地
域制度等の更なる利活用促進に向けた行政間（国、県、市町村）の連携を図るとともに、効
果的なプロモーションを継続展開する必要がある。

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

事業者

・業界の急速な変化に対応し得る技術革新と人材の育成・確保
・県外・海外市場への積極的な展開と他産業連携による高付加価値ビジネスモデルの
　確立
・行政、各種団体等の災害等に備えた事業継続体制構築への関与

―

―

―

―

関係団体
・県と連携した情報通信関連産業の高度化・活性化の促進、人材育成・確保の取組
・各種プロモーション機会の提供やマッチング促進による県外・海外市場への展開支援

高等教育機関
研究機関等

・情報通信技術の急速な進化に対応し得る実践的かつ多様な人材の育成・確保
・県内企業の高付加価値ビジネスモデル確立に向けた取組に関する技術・情報の提供

立地企業による雇用者数
21,758人
（23年度）

28,045人
（28年度）

42,000人

県内情報通信関連産業の雇用
者数の増加

県民 ・ＩＴリテラシーの向上と企業の求める専門知識・技術の習得

協働主体名 期待される役割

情報通信関連企業の立地数
237社

（23年度）
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基本施策３－（３）情報通信関連産業の高度化・多様化

 施策

【施策】①　情報通信産業振興地域制度等を活用した立地・集積の促進

29 30 31 32 33

110件
制度利用
件数

３社
認定企業
数

３社 ４社 ４社 ５社（累計）

４件
展示会・セ
ミナー等

4,000名
イベント参
加者数

10名
県内技術
者海外派
遣数

 関連のある施策展開

県
市町村
民間

○情報通信関連企業の誘致・活性化

５－（５）－ア　リーディング産業を担う人材の育成

未来のＩＴ人材創出促進事業（ＩＴ広報イベント等）
（商工労働部）

沖縄ニアショア拠点化の促進（アジア連携開発拠
点の形成）
（商工労働部）

３－（６）－エ　金融関連産業の集積促進

ITアイランド推進事業
（商工労働部）

○情報通信関連産業制度の利活用促進

情報通信産業振興地域・特区制度
（商工労働部）

県
民間

県等

県等

主な取組
年度別計画 実施

主体

海外技術者の集積・県内技術者の海外派遣等支援

県内でのＩＴ関連セミナーや教育機関等と連携した広報・啓
発事業等、県内受け皿・裾野拡大に向けた取組

情報関連制度や沖縄の優位性のプロモーションを通じた企
業誘致・マッチング活動の展開

設備投資を行う情報通信関連企業に対する投資税額控除
や地方税の課税免除などの税制優遇措置（情報通信産業
振興地域）

データセンターなどの特定情報通信事業の集積を促進する
ための課税の特例措置（情報通信産業特別地区）
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基本施策３－（３）情報通信関連産業の高度化・多様化

 主な課題

①

②

③

④

 成果指標

1

2

3

 施策

【施策】①　県内情報通信関連企業の高度化・多様化の促進

29 30 31 32 33

４件
展示会・セ
ミナー等

【施策展開】
３-（３）-イ

県内企業の高度化・多様化

情報通信関連産業の売上高を増大させるには、従来の下請け中心の受注型ビジネスモデ
ルから、高付加価値の情報通信技術・サービスを提供する提案型ビジネスモデルへの転
換が重要であり、そのための人材の確保・育成や研究開発等の取組を促進する必要があ
る。

情報通信技術が他産業の効率化・高度化に寄与するため、県内の情報通信関連産業が
観光・医療・教育・農商工等の他産業との連携を強化し、クラウドコンピューティング、ＩｏＴ、
ビッグデータ・オープンデータ等の技術を利活用した新たなサービスの創出を促進する必
要がある。

沖縄がアジア有数の国際情報通信ハブとして成長していくためには、国内外の企業、ビジ
ネス、技術者等の集積・交流が活発となることが重要であり、国際会議、見本市等の誘致・
開催や国際的・先端的な研究開発を促進し、ビジネス環境の充実化を積極的に図る必要
がある。

アジア経済戦略構想を踏まえ、早急にアジアのダイナミズムを取り込むため、県内情報通
信関連の海外展開や更なる高度化・多様化を支援するアジア展開施策を強化し、推進する
必要がある。

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

ソフトウェア業の1人当たり年間売
上高

853万円
（22年度）

1,213万円
（27年度）

1,450万円 ―

他産業連携型の新規ビジネス件
数（累計）

―
19件

（28年度）
50社 ―

海外に法人を設立した県内ＩＴ関
連企業数

６社
（23年度）

14社
（28年度）

26社 ―

主な取組
年度別計画 実施

主体

○県内情報通信関連企業プロモーション支援

ITアイランド推進事業
（商工労働部）

県等
情報関連制度や沖縄の優位性のプロモーションを通じた企
業誘致・マッチング活動の展開

206



基本施策３－（３）情報通信関連産業の高度化・多様化

4,000名
イベント参
加者数

70件
ＵＩターンＩＴ
技術者面
接件数

10名
県内技術
者海外派
遣数

１件
補助件数

３件

【施策】②　他産業との連携強化及び国際研究開発・技術者交流の促進

29 30 31 32 33

３件

未来のＩＴ人材創出促進事業（ＩＴ広報イベント等）
（商工労働部）

県等

UIターン技術者確保支援
（商工労働部）

県等

○県内情報通信関連企業の高度化・多様化支援

沖縄ニアショア拠点化の促進（アジア連携開発拠
点の形成）
（商工労働部）

県
民間

生活機器セキュリティ基盤形成促進事業
（商工労働部）

県
民間

沖縄IT産業戦略センター（仮称）設立推進事業
（商工労働部）

県
民間

沖縄アジアＩＴビジネス創出促進事業
（商工労働部）

県
民間

主な取組
年度別計画 実施

主体

○他産業連携型支援事業の展開

他産業連携型の新たなビジネスモデルの構築支
援
（商工労働部）

県等

海外技術者の集積・県内技術者の海外派遣等支援

専用サイトの構築や県外での就職イベントの開催、相談員
によるマッチング等県内企業のUIターン技術者の確保を支
援する取組

県内でのＩＴ関連セミナーや教育機関等と連携した広報・啓
発事業等、県内受け皿・裾野拡大に向けた取組

沖縄IT産業戦略セン
ター（仮称）の設立に向
けた準備

ＩＴの活用による中長期的な成長戦
略の構築と施策の推進

セキュリ
ティ検証・
認証基盤
の構築支
援

アジア・国
内双方向
に展開する
開発等へ
の支援

情報通信

関連産業と

他産業との

連携強化を

支援する取

組
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基本施策３－（３）情報通信関連産業の高度化・多様化

５件
新規研究
参加団体
数

３件
国際会議
等
開催件数

 関連のある施策展開

 主な課題

①

②

③

④

 成果指標

1

2

3

○国際連携型研究の促進

国際IT研究拠点形成促進
（商工労働部）

県
民間

４－（２）－ア　アジア・太平洋地域の共通課題に対する技術協力等の推進

５－（５）－ア　リーディング産業を担う人材の育成

【施策展開】
３-（３）-ウ

多様な情報系人材の育成・確保

人材育成については、高度技術系IT人材の育成に加え、経営人材やプロデュース人材の
育成が課題となっている。また、育成には時間を要するため、並行して即戦力となる人材の
確保が必要である。

教育機関との連携強化を通じて、ITリテラシーの向上、エントリーレベルの人材育成等の幅
広い取組を行い、情報通信関連産業を支える県内人材を充実させる必要があり、これらの
実現のためには県民の情報通信関連産業に対する理解や就業マッチングの働きかけも、
喫緊の課題となっている。

市場のグローバル化に対応するため、アジアとの交流促進による海外IT人材の集積、国内
外の県系人ネットワークの活用、UＩターン人材の確保等により、ブリッジ（架け橋）となるIT
人材の確保・育成を図る必要がある。

国際的・先進的なITビジネスの創出・誘致には、高度で実践的な技術を有するIT人材が不
可欠である。

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

情報通信関連産業での新規雇用
者数（累計）

2,200人/年
（23年度）

15,829人
（28年度）

23,000人 ―

IT関連国家資格取得者数（累計）
791人

（23年度）
3,868人

（28年度）
8,000人

120,119人
（28年度）

大学・専門学校・高専等の情報系
人材輩出数（累計）

約4,900人
（23年度）

33,830人
（28年度）

50,000人 ―

国際IT研究拠点が行う
人材育成・国際会議へ
の支援
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基本施策３－（３）情報通信関連産業の高度化・多様化

 施策

【施策】①　即戦力となるＩＴ人材の育成

29 30 31 32 33

700名
高度ＩＴ講
座受講者
数

800名
IT資格取
得者数

出前講座・
企業訪問・
親子ロボッ
ト教室等開
催　40回

4,000名
イベント参
加者数

70件
ＵＩターンＩＴ
技術者面
接件数

１件
補助件数

１件
補助件数

主な取組
年度別計画 実施

主体

○高度IT人材育成

高度情報通信産業人材育成
（商工労働部）

県
民間

○幅広いIT人材育成

IT産業就職支援プログラム
（商工労働部）

県等

未来のＩＴ人材創出促進事業（ＩＴジュニア育成事
業）
（商工労働部）

県等

未来のＩＴ人材創出促進事業（ＩＴ広報イベント等）
（商工労働部）

県等

UIターン技術者確保支援
（商工労働部）

県等

沖縄デジタルコンテンツ産業人材基盤構築事業
（商工労働部）

県
民間

ソフトウェア検証産業育成事業
（商工労働部）

県
民間

専用サイトの構築や県外での就職イベントの開催、相談員
によるマッチング等県内企業のUIターン技術者の確保を支
援する取組

デジタルコンテンツ業界
で必要とされる人材の
育成支援・デジタルコン
テンツ系企業の県内へ
の集積支援

県内でのＩＴ関連セミナーや教育機関等と連携した広報・啓
発事業等、県内受け皿・裾野拡大に向けた取組

ソフトウェア検証技術に
係る人材育成の支援

IT関連資格の取得を促進するための支援事業

県内ＩＴエンジニアの知識や技術の高度化・強化のための人
材育成講座実施支援

児童向けIT体験教室等を通じた幅広いIT教育の機会提供
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基本施策３－（３）情報通信関連産業の高度化・多様化

【施策】②　アジアと日本のビジネスを結びつけるＩＴ人材の育成

29 30 31 32 33

６社、108
人　　OJT
研修利用
企業・人数

20名
アジアＩＴ人
材招へい

10名
県内技術
者海外派
遣数

【施策】③　高度で先端的な技術をもつIT人材の育成

29 30 31 32 33

 関連のある施策展開

５－（４）－ア　国際社会、情報社会に対応した教育の推進

 主な課題

①

主な取組
年度別計画 実施

主体

○アジア人材育成

アジアＩＴ研修センター整備・運営
（商工労働部）

県
民間

アジアＩＴ人材交流促進事業
（商工労働部）

県等

沖縄ニアショア拠点化の促進（アジア連携開発拠
点の形成）
（商工労働部）

県
民間

主な取組
年度別計画 実施

主体

○専門職大学院大学の設置

沖縄ICT専門職大学院大学の設置検討
（商工労働部）

県等

４－（２）－ア　アジア・太平洋地域の共通課題に対する技術協力等の推進

５－（５）－ア　リーディング産業を担う人材の育成

【施策展開】
３-（３）-エ

情報通信基盤の整備

新たに構築された国際情報通信ネットワークや沖縄クラウドネットワーク等の通信基盤を連
携・拡充することで、高速・大容量・低価格の情報通信ネットワークサービスを提供し、アジ
ア有数の国際情報通信のハブ化を加速させる必要がある。

海外技術者の集積・県内技術者の海外派遣等支援

類似機関調査や有識者との意見交換等を通した情報収集
各課題に関する関係者間の意見調整等による設立検討の
実施

アジアのブリッジＩＴ人材の育成及び集積に向けた取組

アジアＩＴ技術者招へい・研修実施
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基本施策３－（３）情報通信関連産業の高度化・多様化

②

③

 成果指標

1

2

 施策

【施策】①　国内外に向けた情報通信基盤の拡充

29 30 31 32 33

200[Gbps]
利用容量

300[Gbps] 400[Gbps] 500[Gbps] 600[Gbps]
（累計）

15社
支援利用
企業数

１棟
クラウドDC
整備

４件
補助件数

民間資金を活用した集積施設の整備を促進する新たなスキームの立案と、立地環境（利便
施設等）を拡充することが課題となっている。

離島地域等の条件不利地域においては、民間通信事業者による情報通信基盤の整備が
進まず、都市部との情報格差が恒常化することが懸念されており、市町村等の関係機関と
連携して整備を進める必要がある。

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

沖縄国際情報通信ネットワークの
利用通信容量数

― ― 600[Gbps] ―

沖縄IT津梁パーク企業集積施設
数

O棟
（22年度）

３棟
（28年度）

10棟 ―

主な取組
年度別計画 実施

主体

○通信基盤の充実化に向けた取り組み

アジア情報通信ハブ形成促進事業
（商工労働部）

県
民間

戦略的通信コスト低減化支援
（商工労働部）

県
民間

○クラウド基盤の構築

クラウドデータセンター基盤の構築
（商工労働部）

民間

沖縄クラウドネットワーク利用促進事業
（商工労働部）

県
民間

クラウドデータセンターの集積促進（施設整備等）

沖縄クラウドネットワー
クの利用促進事業

沖縄国際情報通信ネットワークの利用促進

回線利用推進委員会（仮称）による利用促進等の検討・検証

国内及び海外の通信コストの一部を低減する
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基本施策３－（３）情報通信関連産業の高度化・多様化

【施策】②　情報通信産業集積拠点の整備

29 30 31 32 33

31社
入居企業
数

33社 44社 45社 46社

１棟
新規施設

【施策】③　情報通信基盤の高度化

29 30 31 32 33

７市村
超高速ブ
ロードバン
ド環境整備
完了町村

４市町村 ２村 ２村

 関連のある施策展開

主な取組
年度別計画 実施

主体

○沖縄IT津梁パーク集積促進・機能強化

沖縄IT津梁パーク運営事業
（商工労働部）

県

企業集積施設の整備促進
（商工労働部）

県
民間

アジアビジネス集積拠点整備事業
（商工労働部）

県

情報通信基盤の整備
（企画部）

県
民間通信事業者

市町村

２－（６）－イ　高度情報通信ネットワーク社会に対応した行政サービスの提供

３－（11）－イ　生活環境基盤の整備及び教育・医療・福祉における住民サービスの向上

４－（２）－イ　国際的な災害援助拠点の形成

主な取組
年度別計画 実施

主体

○情報通信基盤の整備

民間の資金やノウハウを活用したIT施設の整備促進

沖縄IT津梁パークの管理運営等

アジア連携ビジネスの
集積拠点及びリスク分
散拠点としての受け皿
施設の整備

加入者系アクセス回線の整備
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基本施策３－（４）アジアと日本の架け橋となる国際物流拠点の形成

 基本施策の目的

基本施策

３－（４） アジアと日本の架け橋となる国際物流拠点の形成

　那覇空港の航空物流機能の更なる拡充及び那覇港・中城湾港の海上物流機能の強化等
により、本県の国際物流機能を高めるとともに、これらの物流機能を活用した新たなビジネス
を展開する臨空・臨港型産業の集積を図り、那覇空港・那覇港を基軸とする国際物流拠点を
形成する。

資料：沖縄県アジア経済戦略課

資料：国土交通省航空局「平成28年空港管理状況調書」より作成

主要空港における航空貨物取扱量（平成28年度）

国
際
貨
物

国内貨物
100

万トン

260

羽田

万トン

中部国際

関西

那覇

福岡

将来目標

国内貨物取扱量 第２位
国際貨物取扱量 第4位

成 田

50

80

20

50

国内 国際 合計

成田国際空港 0.5 214.0 214.5

羽田空港 73.3 45.8 119.1

関西国際空港 1.7 71.9 73.6

那覇空港 22.0 19.7 41.7

福岡空港 19.7 5.9 25.6

中部国際空港 2.4 16.6 18.9

目標値 50.0 40.0 90.0

航空貨物取扱量　(単位：万トン）
空港名
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基本施策３－（４）アジアと日本の架け橋となる国際物流拠点の形成

 基本施策の体系

【施策展開】 【施策】

 目標とするすがた

 協働が期待される主体と役割

各種経済団体・関係団体
・県産品の海外市場でのブランドイメージ保護・確立に向けた産業財産権制度の
  活用推進

市町村
・事業者・生産者による海外展開への支援
・沖縄県と連携した企業誘致及び企業支援

120万トン
（23年）

116万トン
（27年）

342万トン

３－（４）　アジアと日本の架け橋となる国際物流拠点の形成

ア　臨空・臨港型産業の集積による
     国際物流拠点の形成

①　国際物流機能の強化
②　臨空・臨港型産業の集積促進

【基本施策】

項目名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

成田204万トン
関空  70万トン

（27年度）

那覇空港の国際貨物取扱量の
増加

15万トン
（22年度）

19.6万トン
（28年度）

40万トン

イ　県内事業者等による海外展開の
     促進

①　海外展開に向けた総合的な支援

産業支援団体

・海外事務所等の拠点機能を生かした、企業提携、多方面からの経済交流の推進
・海外ビジネスに関する各種相談やセミナーの開催、海外見本市等への出展サポート
・海外販路拡大に向けたマーケティング調査や商品開発、契約手続までの
　一貫した支援

製造品移輸出額（石油製品除く）
の増加

66,577百万円
（22年度）

71,169百万円
（26年度）

80,000百万円

協働主体名 期待される役割

事業者 ・国際物流拠点機能を生かした海外展開に向けた戦略的な取組

那覇港の外貿取扱貨物量の増
加

126,791万トン
（24年）

―
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基本施策３－（４）アジアと日本の架け橋となる国際物流拠点の形成

 主な課題

①

②

③

 成果指標

1

2

3

4

5

6
中城湾港（新港地区）の取扱貨物
量
（供用済岸壁対象）

那覇港の外貿取扱貨物量
120万トン
（23年）

116万トン
（27年）

342万トン

61万トン
（23年）

107万トン
（27年）

230万トン

126,791万トン
（24年）

―

臨空・臨港型産業における雇用
者数

663人
（23年度）

1,313人
(27年）

5,400人

臨空・臨港型産業における新規
立地企業数（累計）

47社
（23年度）

74社
（27年度）

260社 ―

―

那覇空港の海外路線数
（貨物便）

５路線
（23年度）

９路線
（28年度）

10路線

那覇空港の国際貨物取扱量
15万トン
(22年度)

19.6万トン
（28年度）

40万トン
成田204万トン
関空70万トン

（27年度）

―

臨空・臨港型産業の集積促進の課題として挙げられる、物流コスト低減及び立地企業の支
援措置拡充に対しては、輸送コスト・雇用・設備投資に係る助成制度の充実を図るほか、
立地企業に対するワンストップサービスでの創・操業支援体制の強化が必要である。

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標

国内外で増大する航空機整備需要を取り込む航空関連産業クラスターを形成し、経済効
果を十分に発揮するため、航空機整備施設を早期に整備するほか、関連産業の誘致や教
育機関との連携による人材育成に取り組む必要がある。

全国の現状
（参考年）

【施策展開】
３-（４）-ア

臨空・臨港型産業の集積による国際物流拠点の形成

アジア地域の経済成長に伴い、アジア域内外の国際物流がますます活発化する中、上
海、香港、シンガポール等では、戦略的なインフラ整備等により、我が国や海外の企業の
生産・物流拠点の立地等による産業の集積が進展し、国際的な物流拠点として確固たる地
位を築いている。
沖縄では、平成21年に那覇空港の国際航空物流ハブ事業が開始され、東アジアの中心に
位置する沖縄の地理的特性は物流面で優位性を発揮するようになった。しかしながら、激
しい国際競争の中、沖縄に競争力のある国際物流拠点を形成し、発展していくには、物流
先進地域と同等の高いレベルのインフラ整備、空港と港湾の効率的な機能分担（シーアン
ドエアー）の実現、物流コストの低減、国際物流ネットワーク構築など、国際物流拠点として
の空港及び港湾の機能を世界水準にまで高めていくことが重要な課題である。
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基本施策３－（４）アジアと日本の架け橋となる国際物流拠点の形成

 施策

【施策】①　国際物流機能の強化

29 30 31 32 33

総合物流
センター建
築工事

供用開始

新港ふ頭４
号上屋延
命化（完
了）

新港ふ頭５
号上屋延
命化（完
了）

那覇ふ頭
１、２号上
屋建替（完
了）

京阪航路

事業完了

事業完了

航空貨物便の公租公課低減
（商工労働部）

新規航空路線の就航促進
（商工労働部）

航空機整備基地整備事業
（商工労働部）

那覇港管理組合

県
民間

那覇港産業推進・防災事業
(土木建築部)

那覇港管理組合

物流拠点化・機能強化事業（中城湾港・新港地
区）
(土木建築部)

○港湾機能の強化

那覇港総合物流センター事業
（土木建築部）

県

○航空物流機能の強化

那覇空港の滑走路増設整備
（企画部）

那覇港物流機能強化事業
(土木建築部)

主な取組
年度別計画 実施

主体

県

国
県

国

国
那覇港管理組合

・航空機燃料税(10年間 本則1/2）の軽減措置継続
・着陸料（本則1/6）の軽減措置継続
・航行援助施設利用料（本則1/6）の軽減措置継続

アジアの主要都市からの新規定期便・チャーター便の就航
に向けた取組

調査・検討

施設整備

関連産業の集積に向けた企業誘致

クラスターの成長・拡大促進のための検討

滑走路増設整備（2,700m）

総合物流センターの整

備

定期航路実証実験

港湾施設の機能強化

上屋外構整備

機能再編、貨物増大促進事業及び岸壁等の整備

ガントリークレーン延命化等の実施

船客待合所・上屋の延命化、耐震化及び建替等の実施
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基本施策３－（４）アジアと日本の架け橋となる国際物流拠点の形成

６棟
賃貸工場

基本計画
策定

【施策】②　臨空・臨港型産業の集積促進

29 30 31 32 33

県

○企業集積施設の整備

国際物流拠点産業集積賃貸工場整備事業
（商工労働部）

国際物流拠点産業集積推進事業
（商工労働部)

○企業誘致・海外展開支援

県

県

沖縄県投資環境プロモーション事業
（商工労働部）

国際物流拠点産業集積地域うるま地区対策事業
（商工労働部）

主な取組
年度別計画

アジアビジネス・ネットワーク事業
（商工労働部）

企業立地促進助成事業
（商工労働部）

国際物流拠点産業集積推進事業
（商工労働部）

対外交流・貿易振興事業
（商工労働部）

実施
主体

県
ジェトロ沖縄

県

県

県

全国特産品流通拠点化推進事業
（商工労働部）

県

県

工場適地等に立地する企業に対して、投下固定資産の取得
に要した経費の一部を助成

関係自治体と連携した効率的・効果的な施策展開の検討・
関連産業の初期投資負担軽減支援の実施

海外企業が投資を検討する際に、様々な情報提供を行う投
資相談窓口を設置、経済交流活性化に向けたビジネス・ネッ
トワークの構築

海外展開等の各種相談・セミナー、沖縄大交易会開催支援

等実施

国際物流拠点産業集積地域（うるま地区）において、社会・
経済情勢や企業ニーズを踏まえた賃貸工場の整備

国際物流拠点産業集積地域（那覇地区）の拡張に伴う用地
取得、地域指定、物流施設の整備及び更なる拡張に伴う調
査検討

国際物流拠点産業集積地域（うるま地区）のワンストップ
サービスによる、施設等の適正な管理及び立地企業の創・
操業支援

沖縄への企業立地促進のため、本県の投資環境を紹介す
る各種展示会出展及び企業誘致セミナー等の実施

商流構築のための沖縄大交易会の支援、海外や全国各地

での商談会の開催
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基本施策３－（４）アジアと日本の架け橋となる国際物流拠点の形成

39件
補助件数

42件 45件

 関連のある施策展開

 主な課題

①

②

③

 成果指標

1

2

3
沖縄から輸出される飲食料品の
輸出額

1,150百万円
（23年）

1,838百万円
（27年）

2,205百万円 ―

製造品移輸出額
（石油製品除く）

66,577百万円
（22年度）

71,169百万円
（26年度）

80,000百万円 ―

沖縄からの農林水産物・食品の
輸出額

1,583百万円
(22年）

1,967百万円
（27年）

2,636百万円 ―

【施策展開】
３-（４）-イ

県内事業者等による海外展開の促進

少子高齢化に伴う人口減少社会の到来により国内市場が縮小傾向にある中、中国などア
ジア諸国の経済成長を取り込んでいくことが重要な課題となっている。

県内事業者等が海外展開に取り組む際、市場ニーズの把握や取引先開拓等のノウハウ及
び海外商習慣や法規制等の専門的知識を有する人材が乏しい状況にあるため、海外事務
所等による補完・支援態勢の強化が求められている。

県産品の海外市場における知名度は依然として低く、県産品ブランドイメージの保護・活用
と定番商品化に向けた取組が課題となっていることから、ジェトロ沖縄貿易情報センター等
の海外拠点を有する関係機関との連携により、海外見本市への出展サポートや観光誘客
とのセットでのマーケティングなど、経済交流を促進する取組が必要である。

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

３－（１）－エ　国際ネットワークの構築、移動・輸送コストの低減及び物流対策強化　

企業集積・定着促進事業
（商工労働部）

３－（１）－ア　国際交流・物流拠点の核となる空港の整備

３－（１）－イ　人流・物流を支える港湾の整備

○輸送コストの低減

航空貨物便の公租公課低減
（商工労働部）

県

国
県

３－（２）－エ　観光客の受入体制の整備

３－（９）－ア　ものづくり産業の戦略的展開

・航空機燃料税(10年間 本則1/2）の軽減措置継続
・着陸料（本則1/6）の軽減措置継続
・航行援助施設利用料（本則1/6）の軽減措置継続

国際物流拠点産業集積地域に立地

する企業への搬出輸送費の支援
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基本施策３－（４）アジアと日本の架け橋となる国際物流拠点の形成

 施策

【施策】①　海外展開に向けた総合的な支援

29 30 31 32 33

15件
支援件数

14件
支援件数

８件
支援件数

 関連のある施策展開

３－（７）－キ　フロンティア型農林水産業の振興

３－（12）－イ　農林水産業の振興（離島）

４－（１）－ア　国際ネットワークの形成と多様な交流の推進

○経済交流の推進

海外事務所等管理運営事業
（商工労働部）

県

３－（１）－エ　国際ネットワークの構築、移動・輸送コストの低減及び物流対策強化

３－（７）－イ　流通・販売・加工対策の強化

３－（９）－イ　県産品の販路拡大と地域ブランドの形成

新分野海外展開支援事業
（商工労働部）

県

○ジェトロ沖縄等と連携した各種支援

対外交流・貿易振興事業
（商工労働部）

県
ジェトロ沖縄

対外交流・貿易振興事業
（商工労働部）

県

沖縄県農林水産物海外販路拡大支援
(農林水産部)

県

沖縄黒糖の販売力強化
（農林水産部）

団体等

主な取組
年度別計画 実施

主体

○県産品等海外展開に向けた戦略的取組

沖縄国際物流ハブ活用推進事業
（商工労働部）

県物産展開催や商談会、見本市への出展

物産展開催・海外見本市出展

海外事務所・委託駐在員の設置及び運営

観光客の誘客・県産品の販路拡大・企業誘致活動等、海外
での県施策実施における現地支援業務

ＩＴ・サービス等の分野で海外に展開
を図る企業による市場調査、プロ
モーション等を支援

海外展開等の各種相談・セミナー、沖縄大交易会開催支援

等実施

商談会・バイヤー招聘、マーケティング調査、
プロモーション・マッチング支援、現地調査

黒糖の販売促進への支援
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基本施策３－（５）科学技術の振興と知的・産業クラスターの形成

 基本施策の目的

基本施策

３－（５） 科学技術の振興と知的・産業クラスターの形成

　沖縄の地域に根付き世界に開かれた“知の交流拠点”の形成を目指し、「健康・医療」と「環
境・エネルギー」の分野を柱に、沖縄科学技術大学院大学、琉球大学、沖縄工業高等専門学
校等が核となり、様々な施策を通じて産学官が連携することにより、そこから生み出される研
究成果等を活用して新事業・新産業を創出する国際的な「知的・産業クラスター」の形成を目
指す。

資料：沖縄県企画部作成

知的・産業クラスターのイメージ図

インキュベーション機能等 （うるま市州崎地区）

⇒ベンチャー等の企業集積、支援機能・機関の整備

●沖縄工業技術センター

●沖縄健康バイオ研究開発センター

●沖縄バイオ産業振興センター

●沖縄ライフサイエンス研究センター

●沖縄ＩＴ津梁パーク

●国際物流拠点産業集積地域

琉球大学

沖縄健康医療拠点の形成の促進

石垣島

宮古島

沖縄高専

名桜大学

石川 ＩＣ

西原 ＩＣ

宜野座 ＩＣ

研究機関・機能の集積

（沖縄の研究ポテンシャルの高い分野）

ライフサイエンス・リサーチパーク（仮称）

沖縄科学技術

大学院大学

知的・産業クラスター

ライフサイエンス（健康・医療分野）及び

環境・エネルギー分野の研究開発と産業振興

研究所やベンチャー企業等の集積

●国所管の研究所集積の促進

（サテライトを含めた集積）

●国内外企業の研究所集積

製薬、食品関連企業の研究所等
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基本施策３－（５）科学技術の振興と知的・産業クラスターの形成

 基本施策の体系

【施策展開】 【施策】

 ―

 ―

 ―

 ―

 目標とするすがた

 協働が期待される主体と役割

協働主体名 期待される役割

県民

沖縄科学技術大学院大学

・世界最先端の研究開発の実施
・県内外の研究機関、民間企業等との研究ネットワーク形成
・県内企業等との共同研究の実施や技術移転の支援
・出前講座等、県民への研究成果の情報発信の取組推進

高等教育機関、研究機関等

・研究基盤の充実・強化
・ニーズの高い研究開発や産学官・農商工連携による共同研究の推進
・研究者・研究機関相互の交流によるネットワーク形成
・研究機関等による県民への研究成果の情報発信の取組支援

【基本施策】

３－（５）　科学技術の振興と知的・産業クラスターの形成

海外との研究ネットワークの拡
大

90件
（23年度）

105件
（27年度）

110件

学術・開発研究機関の集積
76機関
（21年）

78機関
（26年）

増加

項目 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

5,481機関
(26年)

―

企業・事業者

・「健康・医療」、「環境・エネルギー」分野における研究開発
・産学官・農商工連携による共同研究の実施、研究開発型企業への転換
・研究開発成果の事業化・実用化に向けた取組
・知的財産権の活用・保護に向けた取組
・県内外の研究機関等との研究ネットワークの形成

・科学技術に対する関心と知的好奇心の醸成

科学技術・産業支援団体

・産学官共同研究のコーディネート
・研究成果の技術移転への支援
・中小・ベンチャー企業による研究開発・事業化の総合支援
・研究ネットワーク形成に関する連携、協力

市町村

・大学院大学の周辺整備への協力
・研究機関の集積に関する連携、協力
・新産業創出やベンチャー企業支援に関する連携、協力
・科学技術の振興に向けた住民理解の促進

ウ　研究開発成果の技術移転による
　　地場産業の高度化

①　研究成果等の技術移転の推進
②　県立試験研究機関における研究開発の推進

エ　科学技術を担う人づくり
①　科学技術の発展を担う人材の育成
②　科学技術と産業界を結ぶ人材の育成

ア　研究開発・交流の基盤づくり
①　大学院大学の周辺環境及び研究開発拠点の整備
②　国際的な研究交流・情報発信拠点の形成

イ　知的・産業クラスター形成の推進
①　大学院大学を核とした先端的な共同研究の推進
②　研究開発ベンチャー等による新事業の創出
③　先端医療技術の研究基盤の構築
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基本施策３－（５）科学技術の振興と知的・産業クラスターの形成

 主な課題

①

②

③

④

 成果指標

1

2

3

 施策

【施策】①　大学院大学の周辺環境及び研究開発拠点の整備

29 30 31 32 33

大学院大
学周辺整
備に係る
委員会の
開催：年１
回

１回
総会の開
催

863人

基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標

県
市町村

関係団体
民間

外国人研究者等の生活環境整備
（企画部）

全国の現状
（参考年）

―

―

―

沖縄科学技術大学院大学発展促進県民会議
（企画部）

県
関係団体

自然科学系高等教育機関の研究
者数

指標名

751人
（23年度）

808人
（28年度）

自然科学系の国際セミナー等開
催数

○大学院大学の周辺環境の整備

自然科学系高等教育機関の外国
人研究者数

110人
（23年度）

211人
（28年度）

311人

16件
（23年度）

72件
（28年度）

82件

主な取組
年度別計画 実施

主体

沖縄科学技術大学院大学等を核に、大学、県立試験研究機関、民間企業及びこれらの先
端研究を支える企業等の集積を図り、国際的な研究拠点としての地位を確立するために
は、国内・海外の研究機関との研究ネットワークの基盤を構築していく必要がある。

県内の高等教育機関等から生み出される研究成果を国内外へ発信していくための交流・
情報発信の拠点の形成に取り組む必要がある。

【施策展開】
３-（５）-ア

研究開発・交流の基盤づくり

沖縄科学技術大学院大学等を核とした知的・産業クラスターの形成に向けて、国内外から
優れた研究機関・研究者が集積するような魅力ある研究環境や生活環境を整備する必要
がある。

今後、増大が見込まれる研究開発型ベンチャー企業等が入居するインキュベート施設や、
国際的な共同研究、産学官による共同研究等を行うための研究施設の充実を図るととも
に、研究開発型企業の成長に向けた支援を行う必要がある。

知的・産業クラスター形成に向けた協働活動支援

大学院大学周辺の住宅整備に向けた支援

大学院大学研究者等と地域コミュニティとの交流活性化支

援
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５件
技術支援
３回
広報活動

３回
技術講座
開催数

３社
支援企業
数

【施策】②　国際的な研究交流・情報発信拠点の形成

29 30 31 32 33

１件
支援件数

20回
シンポジウ
ム等開催

研究成果
のパネル
展示等：年
１回

施設見学：
通年、出前
講座：年２
回程度

 関連のある施策展開

県
高等教育機関等

３－（５）－イ　知的・産業クラスター形成の推進

４－（１）－イ　世界と共生する社会の形成

４－（２）－ア　アジア・太平洋地域の共通課題に対する技術協力等の推進

県
高等教育機関等

実施
主体

○国際的な研究交流・情報発信拠点の形成

国際共同研究拠点構築
（企画部）

○研究機関の誘致、企業集積拠点の整備

沖縄ライフサイエンス研究センターの管理運営、
入居促進に向けた取組
（企画部）

主な取組
年度別計画

県

県
関係団体

県
事業者

知的・産業クラスター支援ネットワーク強化事業
(研究シーズ事業化支援）
（企画部）

沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センター機
器整備事業
（商工労働部）

５－（４）－ウ　優れた人材を育み地域の発展に寄与する高等学校の推進

科学技術週間の開催等
（企画部）

地域における研究者の研究成果の情報発信
（企画部）

○科学者と地域社会との交流促進

研究交流・情報発信拠点の形成促進
（企画部）

県
高等教育機関

県
高等教育機関等

バイオセンターにおける研究機器の更新整備

関係研究機関の研究成果等の情報発信、セミナー、シンポ

ジウム等

研究成果のパネル展示、県立試験研究機関の一般公開等

研究機関や開発企業等による施設見学、県民向け出前講
座等の実施促進

国際的な共同研究への支援を通じた研究ネットワークの強

化

センター施設の管理、広報活動、入居企業に対する研究機

器取扱の支援等

研究開発型企業に対する支援の仕

組

研究開発型企業に対する支援の仕

組みの検討
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 主な課題

①

②

③

④

 成果指標

1

2

3 県内における共同研究実施件数
87件

（23年度）
182件

（28年度）
265件 ―

研究開発型ベンチャー企業数
32社

（23年度）
51社

（28年度）
56社

534社
（23年）

先端医療分野における研究実施
件数（累計）

３件
（23年度）

16件
（28年度）

19件 ―

知的・産業クラスターの形成に向けては、国や民間の研究機関の集積に加え、研究開発型
企業の集積を促進し、県内における試験研究や研究開発の活性化を図っていくことが重要
である。このため、先端的な科学技術研究を行う大学や公的研究機関との研究ネットワー
クの充実・強化、沖縄科学技術大学院大学等と連携した共同研究等を促進し、企業と研究
機関との交流の強化を図る必要がある。

本県では、バイオ関連分野をはじめとする研究開発型ベンチャー企業は順調に増えてきて
おり、沖縄科学技術大学院大学等の高度な研究成果の受け皿としてますます期待が高
まっているが、一般的に基礎研究から実用化までの期間が長く、こうしたベンチャー企業に
とって開発リスクが高いことが課題であることから、うまく産業に結びついていないのが現状
である。このため、研究開発、事業化、規模拡大等の時期に応じた段階的かつ切れ目ない
支援が必要である。

今後成長が見込まれる健康・医療分野については、国内で唯一の亜熱帯性気候に属し、ア
ジア太平洋諸国に隣接している沖縄の地域特性を生かし、アジア地域における研究拠点を
形成することが求められている。このため、産学官連携による研究開発支援を一層充実さ
せ、再生医療やゲノム医療などの先端医療技術や、感染症対策、創薬等の研究基盤の構
築を図っていく必要がある。

健康・医療分野は、高付加価値産業として期待されていることから、西普天間住宅地区跡
地を中心とした国際性・離島の特性を踏まえた沖縄健康医療拠点の形成などと連携して活
性化を図り、観光、ＩＴ等に続く本県の基幹産業へ育成することが必要である。さらに、成長
著しいアジアおいては、糖尿病患者の増加など健康長寿面の問題が増加してきていること
から、本県の健康・医療産業を輸出型産業として育成していくことにより、本県のみならずア
ジアの人々の健康寿命の延伸につなげていくことも必要である。

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

【施策展開】
３-（５）-イ

知的・産業クラスター形成の推進
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 施策

【施策】①　大学院大学を核とした先端的な共同研究の推進

29 30 31 32 33

３件
補助件数

４件
支援件数

３件
支援件数

【施策】②　研究開発ベンチャー等による新事業の創出

29 30 31 32 33

12件
補助件数

６件
補助件数

６件補助 ２件補助 １件補助

研究開発補助金や投資ファンドによるハンズオン
支援
（商工労働部）

県
沖縄県産業振興公

社

沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センター機
器整備事業
（商工労働部）

県

沖縄県医療産業競争力強化事業
（商工労働部）

県

成長分野リーディングプロジェクト創出事業
（企画部）

県
事業者

研究機関等

先端技術活用によるエネルギー基盤研究事業
（企画部）

県
事業者

研究機関等

主な取組
年度別計画 実施

主体

○バイオベンチャー企業等に対する研究開発支
援

主な取組
年度別計画 実施

主体

○大学院大学等との共同研究の推進

沖縄科学技術イノベーションシステム構築事業
（企画部）

県
事業者

研究機関等

バイオセンターにおける研究機器の更新整備

企業ニーズを踏まえた大学等の基

礎研究への支援

県内大学等研究シーズを活用した

企業の応用研究への補助

事業化のための補助

成長分野（「健康・医療」「環境・ｴﾈﾙｷﾞ-」）の産学共同研究

への支援

先端技術を活用したエネルギー分野の産学共同研究への

支援

研究開発補助金等によ

る支援

株式公開等を目指す投資先企業に対するハン

ズオン支援
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【施策】③　先端医療技術の研究基盤の構築

29 30 31 32 33

２件
臨床研究
実施件数

３件
支援件数

３テーマ
支援件数

 関連のある施策展開

 主な課題

①

② 県立試験研究機関については、地場産業の振興に結びつけるため、研究開発レベルの向
上に加え、企業ニーズ等を見据えた研究開発が求められており、産学官連携など企業の事
業化ノウハウの活用や研究機関相互の連携などによる付加価値の高い製品・技術の開発
に取り組む必要がある。

沖縄感染症研究拠点形成促進事業
（企画部）

県
事業者

研究機関等

３－（５）－ア　研究開発・交流の基盤づくり

４－（２）－ア　アジア・太平洋地域の共通課題に対する技術協力等の推進

５－（４）－ウ　優れた人材を育み地域の発展に寄与する高等学校の推進

【施策展開】
３-（５）-ウ

研究開発成果の技術移転による地場産業の高度化

沖縄科学技術大学院大学等から生み出される優れた研究開発成果を産業利用するには、
産業界が持つ事業化ノウハウと融合させることが不可欠であり、産学官連携による研究開
発を通してその実現を図る必要がある。また、産学官連携の裾野を広げるためには、大学
や公的研究機関の研究成果や技術シーズを産業界にわかりやすく発信する取組が求めら
れる。

先端医療実用化推進事業
（企画部）

県
医療機関

研究機関等

先端医療産業開発拠点形成に向けた取組
（商工労働部）

県
大学等

医療機関
再生医療関連企業

○感染症関連研究の促進

主な取組
年度別計画 実施

主体

○先端医療技術の実用化研究

感染症に

関する共同

研究に対

する支援

先端医療拠点形成に向
けた研究基盤の構築

先端医療分野の共同
研究への支援

再生医療の実現に向けた産業技術開発

産業用再生医療拠点の整備及び実用化を見据
えた細胞塊の安全性試験・評価試験

226



基本施策３－（５）科学技術の振興と知的・産業クラスターの形成

③

 成果指標

1

2

3

 施策

【施策】①　研究成果等の技術移転の推進

29 30 31 32 33

実証生産
試験　１件

共同研究
５件
調査研究
１件

３件
補助件数

おきなわ型グリーンマテリアル生産技術の開発
（商工労働部）

県

沖縄科学技術イノベーションシステム構築事業
（企画部）

県
事業者

研究機関等

主な取組
年度別計画 実施

主体

○産学官共同研究開発への支援

県内大学等との共同研究に取り
組む民間企業数（累計）

54社
（22年）

262社
（26年度）

600社
15,544社
（22年）

県内からの特許等出願件数（累
計）

651件
（23年）

3,601件
（27年）

7,476件
406,816件
（27年）

特許等の産業財産権の利活用について、意識の高い企業も増加しつつあるが、依然として
十分とはいえないため、産業財産権の創造・保護・活用に向けた更なる普及啓発に取り組
む必要がある。

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

研究成果の技術移転件数（特許
許諾件数）（累計）

２件
（23年度）

14件
（28年度）

20件以上 ―

産業生産に向けた実証
生産試験

有価物生産のための調
査・研究

企業ニーズを踏まえた大学等の基

礎研究への支援

県内大学等研究シーズを活用した

企業の応用研究への補助
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２件
支援件数

２件
特許等出
願件数

【施策】②　県立試験研究機関における研究開発の推進

29 30 31 32 33

５件
試験研究
課題数

２人
国際学会、
海外研修
派遣
７人
国内研究
機関等へ
の研修派
遣

４テーマ

８テーマ

５テーマ

工業研究の推進
（商工労働部）

県

企業連携共同研究事業
（商工労働部）

県
企業

産業振興重点研究の推進
（企画部）

県

科学技術振興総合推進事業
（企画部）

県

○工業分野における技術開発･技術支援

知的財産活用促進支援事業
（商工労働部）

県
受託者

主な取組
年度別計画 実施

主体

○ニーズの高い研究開発の推進

○産業財産権の保護・活用

沖縄県試験研究評価システムを活用した研究テーマの設定、

連携研究の促進

金属材料加工や塗装・磨き、プラスチック・繊維の加工、化
学合成、食品の発酵等、県内企業が製品製造に必要する基
礎技術を強化

県内企業の新製品開発や高品質化、低コスト化等のための
技術開発と開発成果の提供

産学官連携による新規事業の創出、地場産業の振興育成

企業との共同研究・共同開発による製造技術の課題解決や
新製品の開発

研究員の資質向上、研究成果の権利化推進及び

効果的な運用、国及び独立行政法人等との連携

特許出願等に対する

費用助成やハンズオン

支援について継続実

施

産業財産権等の保護、

活用に関する企業等

への継続支援等の実

施
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２テーマ

250件
技術相談
550件
機器開放
1,300件
依頼試験
７回
講習会
20名
研修生受
入
160件
JIS試験実
施件数

100件
追加試料
数
550件
追加評価
件数

２件
技術開発
数

うちなー島ヤサイ商品化支援技術開発事業
（農林水産部）

県

ゴーヤー生産力拡大推進事業
（農林水産部）

県

工業技術支援事業
（商工労働部）

県

生物資源機能データベースリノベーション事業
（商工労働部）

県

○農業分野における技術開発

研究プロジェクト強化支援事業
（商工労働部）

県

生物資源
データベー
スリノベー
ションの実
施

金型関連技術の研究支援
コンカレントエンジニア人材養成支援

プロジェクト研究の実施

技術相談、機器の開放、依頼試験、講習会、研修生受入、

ＪＩＳ試験

機能性成
分研究施
設の整備

生物資源
の収集及
び機能性
評価

島ヤサイ基

本特性の

評価

品目・系統

維持管理

システムの

開発（島ヤ

サイジーン

バンク）

低温時に

おけるゴー

ヤー安定

生産技術

の確立
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２件
技術開発
数

２件
技術開発
数
１件
DNAﾏｰｶｰ
開発数

２品種
新品種育
成数

４品種

120頭/年
脂肪酸分
析

おきなわ産ミーバイ養殖推進事業
（農林水産部）

県

リュウキュウマツを天敵で守る技術開発事業
（農林水産部）

県

○水産技術の開発

オキナワモズクの生産底上げ技術開発事業
（農林水産部）

県

沖縄型牧草戦略品種育成総合事業
（農林水産部）

県

世界一おいしい豚肉作出事業
（農林水産部）

県

○林業技術の開発

次世代沖縄ブランド作物特産化推進事業
（農林水産部）

県

イネヨトウの交信かく乱法による防除技術普及事
業
（農林水産部）

県

○畜産技術の開発

新たな時代を見据えた糖業の高度化事業
（農林水産部）

県

黒糖高度

利用向け

品種の栽

培技術の

確立や需

要開拓調

査

沖縄ブラン
ド作物品種
開発の加
速化を図る
育種システ
ム技術等
の開発

低コスト化交信かく乱

技術の開発に向けた研

究

牧草の新品種の育成、登録

ゲノム情

報を活用

したアグー

肉質の効

率的な育

種改良シ

ステムの

構築

松くい虫天敵昆虫防除技術開発

オキナワモズクの交雑技術開発

養殖網の管理技術の普及

タマカイの産卵誘発技術・飼料コス
ト削減に向けた適正給餌技術の開
発
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基本施策３－（５）科学技術の振興と知的・産業クラスターの形成

 関連のある施策展開

１－（１）－イ　陸域・水辺環境の保全

３－（７）－オ　農林水産技術の開発と普及

３－（９）－ア　ものづくり産業の戦略的展開

 主な課題

①

②

③

 成果指標

1

2

3 「沖縄科学グランプリ」参加校数
14校

（23年度）
18校

（28年度）
25校 ―

科学技術にかかる体験型講座開
催数 (年間）

44件
（23年度）

202件
（28年度）

200件以上 ―

理系大学への進学率
17.7％

（28年3月卒）
20.0％以上

20％
（28年度）

13.8％
（23年3月卒 ）

５－（５）－イ　地域産業を担う人材の育成

【施策展開】
３-（５）-エ

科学技術を担う人づくり

本県の科学技術の振興及び製造業・情報通信関連産業をはじめとする本県産業の高度化
に向けては、その担い手となる人材の育成・確保が重要であり、理数系大学等への進学者
を増やすことは、本県のみならず全国的な課題である。そのため、初等中等教育の段階か
ら、子どもたちに科学（数学、理科）の楽しさや奥深さを体験させ、科学に対する興味や関
心を高めていくことが重要な課題である。

科学技術の力で世界をリードするためには、将来の研究活動を担う創造性豊かな優れた
若手研究者を育成・確保し、世界で活躍できる環境づくりが重要である。

産業技術力を維持し持続的に発展していくためには、産業界等社会のニーズを踏まえつ
つ、その変化に対応できる人材が必要であり、今後は、育成人材等を活用したコーディネー
ト機能の強化を図ることが重要である。

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

養殖ハタ類に対する水産用医薬品効能追加事業
（農林水産部）

県

クビレオゴノリ養殖適地に関する技術開発事業
（農林水産部）

県

養殖ハタ類への水産用

医薬品効能拡大に向け

た試験

クビレオゴノリの養殖に

向けた技術開発
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基本施策３－（５）科学技術の振興と知的・産業クラスターの形成

 施策

【施策】①　科学技術の発展を担う人材の育成

29 30 31 32 33

30人
先端研究
施設への
生徒派遣
人数

10回/年
出前講座
等開催数

25名
派遣数

【施策】②　科学技術と産業界を結ぶ人材の育成

29 30 31 32 33
２人
人材育成
数

 関連のある施策展開

４－（１）－ア　国際ネットワークの形成と多様な交流の推進

４－（１）－イ　世界と共生する社会の形成

知的・産業クラスター支援ネットワーク強化事業
(大学等研究者の学外連携促進）
（企画部）

県
関係団体

５－（４）－ア　国際社会、情報社会に対応した教育の推進

５－（４）－イ　能力を引き出し、感性を磨く人づくりの推進

主な取組
年度別計画 実施

主体

子供科学人材育成事業
（企画部）

県
事業者

スーパーサイエンスハイスクール指定に向けた取
組
（教育庁）

県
指定校

海外サイエンス体験短期研修
（グローバル・リーダー育成海外短期研修事業）
（教育庁）

県

主な取組
年度別計画 実施

主体

○科学技術を担う子どもの育成

沖縄科学技術向上事業
（教育庁）

県

県内高校の生徒を外国の高等学校等へ派遣し、理科系の

科目を中心に受講させる

研究機関

や企業、児

童館等との

連携による

科学教育

実施の支

援

産業連携型人材の育成

沖縄科学グランプリの開催及び県代表校選出、先端研究施

設への生徒派遣

指定校における研究課題・教育課程開発の実施

指定校応

募に向けた

調整及び

応募
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基本施策３－（６）沖縄の魅力や優位性を生かした新たな産業の創出

 基本施策の目的

 基本施策の体系

【施策展開】 【施策】

基本施策

３－（６） 沖縄の魅力や優位性を生かした新たな産業の創出

　成長可能性を秘めた新産業の芽を育て、既存産業との相乗効果により成長する産業と
して発展させるため、自然環境、伝統文化、スポーツ、健康・長寿等、沖縄の強みである
ソフトパワーの産業利用による新産業の創出を目指すとともに、環境関連産業の産業集
積、海洋資源調査・開発の促進による海洋産業の創出、さらには県経済に投資を呼びこ
む金融関連産業の高度化を図る。

エ　金融関連産業の集積促進
①　金融関連産業の集積促進
②　金融関連産業の人材育成・確保

イ　環境関連産業の戦略的展開
①　環境配慮型資材の活用推進
②　先端的な環境サービス（商品、技術等）の開発推進

ウ　海洋資源調査・開発の支援
     拠点形成

①　海洋調査・開発の支援拠点形成に向けた取組の推進

オ　ＭＩＣＥを活用した産業振興と
　　 ＭＩＣＥ関連産業の創出

①　MICEを活用した新たな産業の振興

ア　沖縄のソフトパワーを活用した
     新事業・新産業の創出

①　文化産業の創出
②　スポーツ関連産業の振興
③　健康サービス産業の振興

【基本施策】

３－（６）　沖縄の魅力や優位性を生かした新たな産業の創出

沖縄の魅力
優位性
潜在性

沖縄のソフトパワーを活用した
新事業・新産業の創出

文化産業、スポーツ産業、健康サービス産業

環境関連産業の戦略的展開
沖縄の特性を生かした

多様な環境関連ﾋﾞｼﾞﾈｽの創出

海洋資源調査・開発の
支援拠点形成

熱水鉱床等の資源開発に関する
調査･研究と 産業化の取組

金融関連産業の集積促進
地理的優位性や特区制度を生かした企業誘致

次世代成長
産業として
確立・伸長

＜沖縄の魅力や優位性を生かした新たな産業の創出

文化、スポーツ、健康・長寿、

自然環境、科学技術、

亜熱帯生物資源、

新商品・サービスの開発

フロンティア型ビジネスの創出

既存産業との相乗効果・発展
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基本施策３－（６）沖縄の魅力や優位性を生かした新たな産業の創出

 目標とするすがた

 協働が期待される主体と役割

 主な課題

①

②

③

④

基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標

市町村

・成長可能性を秘めた新産業の芽だし、発展させる担い手の育成支援
・地域や関係機関と一体となった新産業創出への取組
・既存産業等との相乗効果を生かした事業展開の支援
・金融業務特別地区を活用した金融関連産業の集積促進への取組

沖縄の魅力や優位性を生
かした新事業・新産業が生
み出されていること

指標名

18.5％
（24年県民意識調査）

22.9％
（27年県民意識調査）

県民満足度の向上

全国の現状
（参考年）

―

事業者

・沖縄のソフトパワーを活用した新事業への取組
・沖縄の特性を生かした多様な環境関連ビジネスの展開
・金融業務特別地区制度を活用した新たなビジネスモデルの構築及び業務化への
　取組

関係団体
・文化コンテンツ産業を支える人材の育成
・健康サービス産業の確立・伸長を図る取組への参画

協働主体名 期待される役割

スポーツ関連産業については、観光、健康、ゲーム、ファッション等といった周辺産業と
融合が進みポテンシャルの高い産業として全国的にも期待が高まっている分野であ
る。

沖縄県は温暖な気候のもと年中スポーツができる環境に恵まれ、プロ野球のキャンプ
やスポーツイベントが盛んであるものの、スポーツそのものを生かしたビジネスは少な
い状況にある。今後は、スポーツを有望な産業資源として捉え、既存産業との連携・融
合により関連ビジネスを多数創出していく必要がある。

健康サービス産業の振興においては、沖縄の健康資源を活用した健康増進プログラム
等の商品化に際し、健康増進に資する科学的根拠や検証結果の利活用を進める必要
があるほか、その消費対象である観光客等に向けた国内外でのプロモーション活動の
取組も不可欠となっている。

【施策展開】
３-（６）-ア

沖縄のソフトパワーを活用した新事業・新産業の創出

本県には、琉球舞踊や空手などの世界に誇れる優れた文化資源があり、これらは地域
振興の資源として大きな可能性を秘めているが、文化を産業化するノウハウをもった人
材が少なく、またビジネスを支える環境が不十分であることから、文化資源の多くが産
業化に結びついていない。

高等教育機関
研究機関等

・起業家育成に向けた実践研修や教育プログラムの提供
・金融関連産業や文化コンテンツ産業等、新産業分野の担い手育成への支援
・沖縄周辺海域に賦存する可能性の高い海洋資源の調査・研究
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基本施策３－（６）沖縄の魅力や優位性を生かした新たな産業の創出

 成果指標

1

2

3

 施策

【施策】①　文化産業の創出

29 30 31 32 33

５名
育成人員

【施策】②　スポーツ関連産業の振興

29 30 31 32 33

４件
支援件数

スポーツ関連産業振興戦略推進事業
（文化観光スポーツ部）

県

主な取組
年度別計画

文化コンテンツ関連事業所
数

257事業所
（21年度）

246事業所
(26年度)

258事業所
27,976事業所

（26年度）

沖縄文化等コンテンツ産業創出支援事業
（文化観光スポーツ部）

文化資源を活用した新事業の創出
（文化観光スポーツ部）

県

県

主な取組
年度別計画 実施

主体

アーツマネージャー育成事業
（文化観光スポーツ部）

―

沖縄エステティック・スパ利
用県外観光客市場規模（エ
ステ・スパを行った人×総消
費単価）

170億円
（24年度）

220億円
（28年度）

232億円

○スポーツ関連ビジネスの創出支援

県

実施
主体

基準値指標名
全国の現状
（参考年）

―
スポーツ関連ビジネスモデ
ル実施事業者数

４事業者
（23年度実績）

19事業者
（28年度累計）

32事業者

沖縄県の現状 H33年度の目標

有望なコン

テンツの創

出、プロ

デューサー

の育成

文化資源を活用したビジネスの支援

文化の産業

化と発展に

寄与できる

人材の育成

スポーツ産業定着化の支援

関連人材育成
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基本施策３－（６）沖縄の魅力や優位性を生かした新たな産業の創出

３事業以上
モデル事
業数

23件
キャンプ
誘致件数

24件 25件 26件 27件

45件
歓迎支援
件数

【施策】③　健康サービス産業の振興

29 30 31 32 33

 関連のある施策展開

プロ野球キャンプ等訪問観光促進事業
（文化観光スポーツ部）

○スポーツツーリズムの推進

スポーツツーリズム戦略推進事業
（文化観光スポーツ部）

スポーツ観光誘客促進事業
（文化観光スポーツ部）

県
市町村

県

県

サッカーキャンプ誘致戦略推進事業
（文化観光スポーツ部）

県
市町村

５－（５）－ウ　新産業の創出や産業のグローバル化を担う人材の育成

２－（１）－イ　「スポーツアイランド沖縄」の形成

３－（２）－ア　国際的な沖縄観光ブランドの確立

１－（５）－ウ　文化コンテンツ産業の振興

スポーツコンベンション誘致事業
（文化観光スポーツ部）

主な取組
年度別計画

県
市町村

実施
主体

ウェルネスツーリズム等の推進
（文化観光スポーツ部）

県

スポーツ観光のプロモーション

プロ野球キャンプ等訪問観光促進への取組

プロ等サッカーキャンプ誘致の取組

スポーツツーリズムモデル事業の実施、定着化支援、新規

開拓

スポーツコンベンションの歓迎の機運醸成等

受入市町村の創出、県内スポーツターフ管理者の技術向上
等

ウェルネスツーリズムに取り組む県内事業者に対するコン
テンツ開発及びプロモーション活動等の支援
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基本施策３－（６）沖縄の魅力や優位性を生かした新たな産業の創出

 主な課題

①

 成果指標

1

 施策

【施策】①　環境配慮型資材の活用推進

29 30 31 32 33
ゆいくる材
の利用率
89％

維持又は
増加

【施策】②　先端的な環境サービス（商品、技術等）の開発推進

29 30 31 32 33
２件
ハワイ等
へ展開を
目指す企
業への支
援数

２件 ２件

→

 関連のある施策展開

エネルギー関連技術やノウハウを有する企
業等による「離島モデル」の海外展開
（スマートエネルギーアイランド基盤構築事
業：沖縄ハワイクリーンエネルギー協力推進
事業）
（商工労働部）

県
JICA

関係機関
事業者

１－（２）－ア　３Ｒの推進

３－（８）－ウ　建設産業の担い手確保及び活性化と新分野・新市場の開拓

主な取組
年度別計画 実施

主体

建設リサイクル資材認定制度（ゆいくる）活
用事業
（土木建築部）

県

主な取組
年度別計画 実施

主体

エネルギー関連産業におい
て海外展開する企業数

―
０社

（28年度）
１社 ―

【施策展開】
３-（６）-イ

環境関連産業の戦略的展開

環境関連産業を創出し戦略的な展開を図るため、企業等のエコロジー製品や環境
サービスの開発、技術力強化と経営・営業スキル向上への取組の支援が求められてい
るほか、環境関連産業の安定的な需要を確保するため、公共工事における環境配慮
型資材（ゆいくる材）の積極的な利用が必要である。

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

協力覚書
の更新

ゆいくる材の利用促進

JICA等関係機関連携の海外展開

支援

エネルギー関連産業

海外展開支援事業

ハイブリッドアイランドPJ連携による

メンテナンスサポート等の体制構築

検討
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基本施策３－（６）沖縄の魅力や優位性を生かした新たな産業の創出

 主な課題

①

 成果指標

1

2

 施策

【施策】①　海洋調査・開発の支援拠点形成に向けた取組の推進

29 30 31 32 33

 主な課題

①

②

海洋資源調査・開発支援拠点形成促進事
業
（商工労働部）

県

【施策展開】
３-（６）-エ

金融関連産業の集積促進

金融関連産業の集積を促進するため、経済金融活性化特別地区制度を活用したビジ
ネスモデルの創出に向けた取組を支援する必要がある。

金融関連産業は情報通信技術との親和性も高く、成長産業に対する投融資や資金の
供給など、実体経済のサポート役としての役割も期待されることから、企業立地基盤の
整備を進め、一層の産業集積促進に取り組む必要がある。

主な取組
年度別計画 実施

主体

○海洋資源研究・開発支援拠点形成促進

沖縄県が実施する海洋資源
に関する講習会・イベント等
への累計参加者数

―
3,600人

（28年度）
21,600人 ―

海洋資源利活用に向けた研
究等への事業化累計支援
数

―
０件

（28年度）
５件 ―

【施策展開】
３-（６）-ウ

海洋資源調査・開発の支援拠点形成

陸域の資源が乏しい我が国にとって、海洋資源の開発は国益に資する重要な分野で
あることから、国や各種研究機関等と連携しながら、我が国の海洋資源調査・開発の
支援拠点形成に向けた取組を推進する必要がある。

項目名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

※国の海洋資源調査・開発の取組状況を見ながら、事業実施時期を決定する。

※拠点形成に向けた企業誘致等

協議会の設置・海洋人材の育成・研究プロジェクト等の事業
化支援
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③

 成果指標

1

2

 施策

【施策】①　金融関連産業の集積促進

29 30 31 32 33

２社
経済金融
活性化特
区立地

各種調査
等

国内外２箇
所

【施策】②　金融関連産業の人材育成・確保

29 30 31 32 33
20講座
300人

 関連のある施策展開

金融人づくりチャレンジ事業
（商工労働部）

県

３－（３）－ア　情報通信関連産業の立地促進

５－（５）－ウ　新産業の創出や産業のグローバル化を担う人材の育成

金融投資環境PR
（商工労働部）

県

主な取組
年度別計画

実施
主体

金融関連産業振興事業
（商工労働部）

県
市町村

金融関連産業集積推進事業
（商工労働部）

県

○金融投資環境のプロモーション

主な取組
年度別計画 実施

主体

○金融ビジネスの集積促進

経済金融活性化特別地区
立地企業数（金融関連企
業）

10社
（23年度）

10社
（28年度）

30社 ―

経済金融活性化特別地区
立地企業雇用者数

470人
（23年度）

427人
（28年度）

770人 ―

金融関連産業の集積促進と業務の高度化・多様化へ対応するため、引き続き、企業が
求める金融人材の育成・確保に取り組む必要がある。

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

経済金融活性化特区への企業誘致活動の実施

金融情報センターとしての機能を構築するためのアジアサテ
ライト取引所や金融機関・投資家の集積に向けた環境整備

学生・求職者向けの金融人材育成講座と金融関連企業等
の人材育成支援を実施

首都圏等県外やアジア各地でのセミナー開催・展示会参加
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 主な課題

①

②

 成果指標

1

2

 施策

29 30 31 32 33

主催者等とのマッチングイベント開催
（文化観光スポーツ部、商工労働部）

県
OCVB

沖縄らしいＭＩＣＥコンテンツの開発
（文化観光スポーツ部）

県
OCVB

ＭＩＣＥ産業人材の育成
（商工労働部、文化観光スポーツ部）

県
OCVB

ＭＩＣＥ限定制度の導入検討
（文化観光スポーツ部）

県

○MICE関連産業の創出

主な取組
年度別計画 実施

主体

○県内産業界によるMICEの活用促進

展示会、商談会、見本市の開催支援
（商工労働部）

県
産業界

沖縄ＭＩＣＥネットワーク会員
数

―
０団体
（28年)

130団体 ―

【施策】①　MICEを活用した新たな産業の振興

指標名 基準値 沖縄県の現状 H33年度の目標
全国の現状
（参考年）

ＭＩＣＥ開催による経済波及
効果（間接効果）

―
252億円
（28年）

506億円 ―

【施策展開】
３-（６）-オ

ＭＩＣＥを活用した産業振興とＭＩＣＥ関連産業の創出

沖縄県内において様々な展示会・商談会を開催し、県内産業の成長を図っていくため
には、大型展示場を整備することはもちろんのこと、多くの出展者や来場者が集まり、
かつ高い商談成約率が望める魅力的な開催環境を作り出せるかが重要である。

ＭＩＣＥは地域経済への波及効果が高く、観光と比べての関連産業の裾野は広いとされ
ているが、ＭＩＣＥから派生するビジネスに取り組んでいる県内事業者はまだ少ないの
が現状である。今後、ＭＩＣＥによる県内への経済波及効果を最大化するためには、ＭＩ
ＣＥ開催時に主催者から県内事業者が受注できる業務を拡大していくことが重要な課
題である。

MICE専門人材育成の講座・セミナー開催

主催者等とのマッチングイベント開催

調査 制度検討、関係団体との調整

ユニークベニュー、体験プログラム、MICE限定商品・サービ
スの開発促進

主催者等への誘致活動と産業界の取組促進
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 関連のある施策展開

３－（２）－ウ　大型ＭＩＣＥ施設を核とした戦略的なＭＩＣＥの振興

MICE専門事業者の集積
（文化観光スポーツ部、商工労働部）

県PCO/PEOの連携体制構築、県内誘致の働きか
け
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